
 

 

 

 

 

建物倒壊および災害がれきを考慮した 

津波被害予測手法に関する研究 

 

 

 

 

社会安全研究科 防災・減災専攻 

14D7502 小園 裕司 

 

指導教員 高橋智幸  

 

２０１７年３月、関西大学審査学位論文 



 

 

建物倒壊および災害がれきを考慮した津波被害予測手法に関する研究 

社会安全研究科 防災・減災専攻 14D7502 小園 裕司  

 

1．背景と目的 

2011 年東北津波では浸水被害に加え，車両，船舶の漂流，建物の倒壊や，それ

にともなう大量の災害がれきが発生した．陸上に集積した災害がれきは，発災直

後の人命救助や都市の復旧・復興の妨げとなり，津波の引き波によって海洋流出

した災害がれきは，広域にわたって海洋環境に様々な影響を及ぼした．今後の津

波対策は，浸水のみならず，建物被害やがれき被害などを想定して，事前事後に

おける十分な防災・減災対策を講じておくことが重要である．事前対策の方法と

して，数値計算を活用した浸水予測が挙げられる．しかしながら，従来の浸水予

測モデルでは，市街地の建物形状や倒壊の影響，がれきの取り扱いは考慮されて

いない．津波による流れや建物被害，災害がれきの発生・集積という現象は，相

互に影響しあうため，これらの現象を包括的に考慮する必要があると考えられる． 

本研究は宮城県気仙沼市を対象に，建物の形状や倒壊，災害がれきを考慮した

津波浸水予測モデルを構築して，これらの影響を明らかにし，有用な津波被害予

測手法について研究を行ったものである．  

2．本研究の内容 

2.1 東北地方太平洋沖地震津波の概要と被害状況の整理（２章） 

本研究の検討対象となる気仙沼市には，10m 程度の津波が来襲して甚大な津波

被害が生じた．市街地における建物は RC 造や S 造と比べて木造家屋が支配的で

あった．建物の被害状況については，木造家屋のほとんどが倒壊・流失している

のにも関わらず，RC 造，S 造の倒壊・流失は少なかった．このことから RC 造，

S 造構造物は木造構造物と比較して津波に対して耐力を有していること，木造家屋

は津波の遡上に対して大きな抵抗とならなかったことを確認した． 

2.2 従来手法と建物地物モデルの津波浸水シミュレーションモデルの再現性の検

討（３章） 

 建物の流れに対する抵抗を相当粗度で評価した従来の手法の津波浸水モデルを

用いて気仙沼市街地を対象に再現計算を実施した．これに加えて，建物の形状・

高さを地物として表現して流れの抵抗を評価したモデル（以下，建物地物モデル）

についても検討した．なお，建物地物モデルでは，震災前のすべての建物を対象



 

 

としたケースと，震災後に残存した建物を対象としたケースを実施した．これら

の検討結果から，建物の影響を相当粗度で扱ったケースよりも建物を地物とした

ケースの方が実績被害の傾向を再現できること，建物の津波による流れに対する

抵抗を動的に取り扱う必要があることを明らかにした．  

2.3 建物倒壊を考慮した津波浸水シミュレーションモデルの構築（４章） 

建物の影響を動的に扱うため建物倒壊を考慮した津波浸水シミュレーションモ

デルを構築した．建物の影響は市街地流れを良好に再現できる建物地物モデルを

採用して，津波の波力に応じて倒壊を考慮した．建物倒壊に至る波力のしきい値

は，３章で実施した再現計算における建物に作用した推定波力と実績被害の関係

から建物倒壊に至った波力とした．同モデルによる再現計算の結果から，従来手

法や建物地物モデルよりも実績の浸水を良好に再現できること，建物の倒壊被害

を再現可能であることを示した．  

2.4 災害がれきの移動予測モデルの構築（５章） 

災害がれきは，船・車両や建物倒壊に伴う木くずなど多種多様であり，漂流，

底面移動など様々な移動形態をとる．また，災害がれき同士あるいは災害がれき

と流体との相互干渉が生じる．本研究では，このような災害がれきの移動特性や

相互干渉を考慮したモデルの構築を行った．次に，津波遡上によるブロックの底

面移動に関する既往実験との比較や数値実験の検証により，災害がれきの基本的

な移動予測に関する検討を行った．さらに，津波遡上による複数の木片群の移動

に関する実験と比較検証し，木片群の移動や流体と木片群，木片群同士の相互干

渉について再現性を確認した．  

2.5 建物倒壊および災害がれき移動予測モデルの実地への適用（６章） 

最後に４章で構築した建物倒壊および災害がれきの移動予測モデル（４章，５

章のモデルの統合）を実地へ適用した．その結果，災害がれきの予測には，津波

流れによって大きく結果が変わるため建物の影響を無視できないこと，市街地に

おける災害がれきの影響は津波流れの抵抗となることを明らかにした．  

3．結論 

本研究は，建物の倒壊と災害がれきを考慮した津波被害予測モデルの構築を行

い，モデルの検証と実地へ適用を行った．その結果，津波流れ，建物の倒壊，災

害がれきの挙動は相互作用が大きいため，詳細な被害予測にはこれらの影響を考

慮することが重要であることを明らかにした．  
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第1章  序論  

1.1. 研究背景  

2011年東北地方太平洋沖地震津波によって東北沿岸各地に甚大な被害が生

じた．同津波では浸水被害にとどまらず，海岸堤防等の破壊や，車両・船舶・

コンテナの漂流を引き起こした．また，陸上を遡上した津波が工場，一般住居

等の建物を破壊し，それに伴う多くの災害がれきが発生した．陸上に集積した

災害がれきは，発災直後の人命救助や，都市の復旧・復興の妨げとなり，また，

津波の引き波によって海洋流出した災害がれきは，広域にわたって海洋環境に

様々な影響を及ぼした．さらに，集積したがれきや流出した重油に引火するこ

とで火災が発生するなど二次被害も発生した．図  1.1は気仙沼市における建物

被害や火災被害事例の一例である．これらの背景を踏まえると，今後の津波被

害の防災・減災には，事前に想定しうる被害を精度よく予測し，十分な対策を

講じておく必要がある．  

 

  

図  1.1 津波による被害事例（左：気仙沼市の建物倒壊，右：火災被害） 1),2) 

事前対策として防潮堤や防波堤等の海岸保全施設の整備や，災害後の避難行

動計画や災害対応計画の策定等が挙げられる．これらの策定には数値シミュ

レーションの結果が活用されることが多い．津波浸水予測計算によって事前に

浸水範囲と浸水高を把握し，その結果に基づき，沿岸域では海岸保全施設の計

画を行い，市街地では建物被害や災害がれきの発生量を事前に想定しておくと

いうものである．この際，浸水予測の精度が重要になるが，その精度は計算格

子幅や標高データの精度の依存が大きい．従来の市街地における津波浸水予測

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwiG0urIsbvPAhWKopQKHR_SDuUQjRwIBw&url=http://blogs.yahoo.co.jp/ab_comb/2618756.html&psig=AFQjCNGFXj77oGD9X_7NmwCLcjvB9hJqNA&ust=1475472446923848
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計算では，計算格子間隔を10～50m程度を基本とし，建物の影響を相当粗度で

取り扱うことが一般的である．一方で，コンピュータの飛躍的な進歩やデータ

の高精度化に伴い，建物の形状を考慮した3次元計算や，格子間隔を数m程度の

オーダーの2次元計算が検討され，シミュレーション結果の高精度化が図られ

ている(ファムら，2012 3)；今井ら，2013 4))．しかしながら，市街地における

氾濫流れは，建物の影響を受け街路に沿って浸水が拡大するだけではなく，建

物の倒壊を伴うことがある．この場合，建物の倒壊，残存状況によっては，津

波の流れは変化する．そのため，詳細な浸水・被害予測の精度向上においては，

データの高精度化のみならず，刻々と変化する浸水深，流速，波力等の物理量

に基づいた建物倒壊の影響を考慮する必要もある．このような観点から，建物

倒壊を考慮した研究がいくつか報告されている．林ら(2014)5)は，10mの計算格

子を用い，メッシュ内の建物の影響を合成等価粗度で表現し，津波の流況に応

じて等価粗度を修正することにより建物倒壊の影響の反映を試みているが，

ファムらや今井らの様に建物の形状等を考慮した詳細な浸水計算での検討は行

われていない．本来，建物群と津波の遡上浸水は相互に影響しあう関係である

と考えられ，より精度のよい被害想定を行うためにも，建物の形状，倒壊等の

影響を考慮したシミュレーションは不可欠である．また，建物の倒壊等によっ

て発生する災害がれきは，市街地における氾濫流の流れの抵抗となると考えら

れるが，この影響を明らかにした報告事例は多くない．より詳細な津波浸水予

測，建物被害想定や災害がれき予測を行うためには，これらの現象の影響を明

らかにする必要がある．  

この様な社会的，技術的背景から，今後の津波対策に資する精度の高い津波

被害予測モデルの必要性が高まっている．  
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1.2. 既往研究  

本節では，本研究に関連する既往研究について示す．本研究に関連する研究

は大きく大別して，市街地の建物の影響を考慮した津波浸水モデルに関する研

究，漂流物に関する研究および津波石の移動予測に関する研究が挙げられる． 

 

1.2.1. 建物の影響を考慮した津波浸水予測モデルに関する既往研究  

建物の影響を考慮した津波浸水モデルに関する研究として，建物の影響を地

物と粗度で取り扱っている今井ら (2013)4)や，合成粗度係数で建物を表現し，

流況に応じて建物破壊を考慮した林ら (2014)5)が挙げられる．  

  

（1） 今井ら 4)による実用的な津波浸水予測手法に関する既往研究  

今井ら 4)は建物の影響を考慮するため，地形と粗度の合成地形モデルを提案

している．数値実験と実地への適用結果から，市街地における複雑な流況の予

測に，提案モデルが有効であることを示している．以下では，合成地形モデル

の概要と検討の内容を示す．  

A）  合成地形モデルの概要  

建物の影響は，図  1.2 に示すように計算格子と建物の形状を比較して，完

全に建物の形状に含まれるメッシュを地物として扱い，街路と建物が混合する

計算格子は建物の影響を相当粗度として取り扱っている．  

 

図  1.2 合成地形モデルの概念 (今井ら，2013)4) 
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B）  数値実験におけるモデルの妥当性の検証  

数値実験を行い，合成地形モデルの妥当性について検証を行っている．数値

実験の検討内容は，図  1.3 に示す地形条件下で沖側から正弦波を入射させ陸上

構造物の取り扱い方法の違いによる結果について検討している．  

 

 

図  1.3 数値実験に用いた地形条件 (今井ら，2013)4) 

 

構造物の取り扱い方法については，表 1.1 に示す様に計算格子幅を細かくし，

建物の影響を直接地形で表現したケース（ケース 0）を真値として，計算格子

を粗くし地形，合成粗度，相当粗度を組み合わせたケース（ケース 1～4）の比

較を行っている．  

 

表 1.1 数値実験ケース一覧(今井ら，2013)4) 
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また，合成粗度係数は式(1.1)に示すように，建物の占有率と抗力を考慮した相

当粗度を算定している．  

 

 nim = √ 
100-θk

100
×n

0

2

+
CD

2gB
× 

θk

100
×D4/3 (1.1) 

 

ここで，n0：底面粗度係数（m-1/3・s），g：重力加速度（m/s2），D：全水深

（m），B：家屋幅（m），θk：家屋占有率（%），CD：抗力係数である．  

図  1.4 は数値実験の結果の一例を示したものである．この結果から，構造

物を地形と相当粗度で表現することが望ましいことを明らかにしている．  

 

 

  

(a) 最大浸水境界  (b) 浸水深の経時変化  

図  1.4 各ケースの比較  (今井ら，2013)4) 

 

さらに今井らは実地に適用を行い，従来の粗度モデルと合成地形モデルの違

いについて明らかにしている．図 1.5 はその適用結果の一例となる．  

この結果から市街地における複雑な流況の予測に，提案モデルが有効である

ことを示している．  
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図 1.5 粗度モデルと合成地形モデルの比較 (今井ら，2013)4) 

 

（2） 林ら 5)による建物破壊を考慮した陸域遡上モデルの開発に関する研究  

林ら(2014)5)は，陸上域の最終計算格子間隔を 10 m として，  2011 年東北

地方太平洋地震津波を対象として，陸域遡上計算条件が異なる複数のシナリオ

下で再現計算を行い，津波遡上速度・流速を算定し，実測値を用いて現行の津

波数値計算における流況再現性を評価し，解析に望ましい遡上条件および抵抗

則について検討を行っている．数値解析については，一般的な津波浸水予測モ

デルを用いており，建物の影響を合成粗度モデルで評価を行っている．また震

災前後における粗度条件で再現計算を実施した後，建物破壊を考慮した遡上モ

デルの検証を行っている．  

A）  合成等価粗度モデルの概要  

合成粗度モデルは，構造物による抵抗をそれと等価な Manning 粗度係数で

置き換える手法である．油屋・今村（2002）6)の合成等価粗度 nabは，Morison

式にならい，流水に作用する力が底面摩擦力と家屋抵抗力の合力であるとして，

式(1.2)のように導かれる．  

 

 nab=√n0
2+

CD

2gB
× 

θk

100-θk

×D4/3 (1.2) 

 

ここで，n0：底面粗度係数（m-1/3・s），g：重力加速度（m/s2），D：全水

深（m），B：家屋幅（m），θk：家屋占有率（%），CD：抗力係数である．同
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研究では，小谷ら（1998）を参考にして，底面粗度係数 n0 を設定している．

しかし，家屋占有率θkが大きい場合やθk = 100%の場合は，式(1.2)を適用する

ことができない．そこで，今井ら（2013）は合成等価粗度モデルの汎用性向

上のため，新しい合成等価粗度係数 n imとして式 (1.3)を示した．  

 

 nim=√
100-θk

100
n0

2+
CD

2gB
× 

θk

100
×D4/3 (1.3) 

 

ここで，各パラメータの諸元は式 (1.1)と同様である．  

同研究では，油屋・今村（2002） 6) および今井ら（2013） 4)の抵抗則を用

いて数値解析を実施し，各々の流況整合性を比較することで，陸上流速の再現

に望ましい粗度係数付与手法を明らかにしている．  

 

B）  時間発展型合成等価粗度モデルの概要  

時間発展型合成等価粗度モデルは，津波の浸水状況に応じて建物や防潮林を

流失させることで，より実現象に近い抵抗則を逐次設定する手法である．流出

の対象としたものは，防潮林，木造建物，鉄骨造，RC 構造物としている．ま

た，流出限界棟数を算定して各計算ステップにおける流出限界を算出し，建物

等の流出数を設定している．以下にその概要を示す．  

【流出限界棟数の算定】 

時間発展型合成等価粗度モデルでは，各計算ステップにおいて流失させる建

物の限界棟数  を決定している．まず，各計算ステップで得た浸水深分布と，

浸水深に関連した地域別の津波被害関数を照合することで，浸水深 1m ごとの

浸水棟数，およびその浸水深に対する建物流失率を算定する．そして，条件付

き確率の考えに基づいて，同時に流失する可能性の高い棟数  を算出し，これ

を流失させるべき建物棟数の限界値としている．  

【防潮林の流出限界】 

防潮林の津波に対する効果と限界に関しては，直径 10 cm 以下の樹木は浸

水深が 4.0 m に到達すると倒伏・折損することが示されている．同モデルで

は，浸水深が  4.0m となった際に防潮林を流失させている．  
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【木造建築物の流出限界】 

国土交通省都市局 (2011)7)による現地調査結果から，左岸（仙台市）では浸

水深が 3.5 m 以上，右岸（名取市）では浸水深  2.0 m 以上にて流失棟数が急

激に上昇していることから，浸水深を閾値として流失対象建物の選定を行い，

抗力の降順に流失させている．  

【鉄骨造建築物，RC 造建築物の流出限界】 

鉄骨造と RC 造の流出基準として，浸水縦断面積と浸水深の関連性から以下

の被害限界式 (1.4)を用いている．  

 Ac=6.8×hinun (1.4) 

ここで，Ac：津波氾濫方向の浸水縦断面積（m2），hinun：浸水深（m）である．

この式から，構造物が移動・転倒しないためには，6.8 m 以上の奥行きが必要

であることが確認されており，浸水縦断面積  AC に関連づけられた式 (1.4)を

流失基準と定め，抗力の降順に流失させている．  

 

C）  時間発展型合成粗度モデルの実地形への適用  

林らは，上述の条件で時間発展型合成等価粗度モデルを構築し，実地へ適用

を行っている．時間発展型合成等価粗度モデルによる結果は，流失建物の分布

（図  1.6）に関しては，実現象と解析結果が概ね一致していることが確認され

ている．しかし，一部の地域では，被害実態と解析結果に大きな乖離が生じて

いる．特に，内陸部の小塚原地区において推定された流失建物分布は，実現象

と概ね整合することが明らかになった一方，沿岸部の閖上地区（密集住宅街）

において推定された流失建物は，被害実態に反して名取川河口付近にのみ集中

した．被害推定が不十分であった結果は，密集市街地における津波氾濫流況の

特性，および倒壊家屋から発生した漂流がれきの影響を考慮する必要性を示唆

している．  
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(a) 実績の建物流失分布       (b)計算における建物流失分布  

図  1.6 実績と時間発展型合成粗度モデルの結果の比較 (林ら，2014)5)  
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1.2.2. 漂流物予測に関する既往研究  

漂流物の予測に関する研究として津波による木材の流出について検討した

後藤ら(1983)8)の研究，船舶群を対象として実験と計算の比較検証を行った許

ら(2015)9)，漂流物と氾濫流の相互作用について実験と数値計算の比較検証を

行った田島ら (2015)10)などが挙げられる．以下に研究の詳細を示す．  

 

（1） 後藤ら 8)による木材を対象にした漂流物計算に関する既往研究  

津波来襲に伴う木材流出の記録としては，チリ地震津波の時に，宮古湾に集

積されていた木材が流出し，船舶などに被害を与えた．また，十勝沖地震津波

の際に，宮古湾に貯木されていた中から 3700 本流出し，湾央から湾奥一体に

広がった例がある．これらをもとに後藤（1983）は，津波が来襲した際，木

材がどのように移動し，海域に流出するかを把握するために，津波を外力とし

た木材移動モデルを提案した．木材の移動に関する運動方程式，座標算定式お

よび抗力係数算定式，質量係数等を式 (1.5)〜(1.9)に示す．  

  

ρ
t
Vt

dut

dt
=ρVt

duf

dt
+ρ(CM-1)Vt (

duf

dt
-
dut

dt
) 

-
1

2
ρCDVt(ut-uf)|ut-uf| 

(1.5) 

  X=X0+ ∫ utdt
t

0
+ ∑ √24κ0∆t (ξk-

1

2
)n

k=0  (1.6) 

 CD=[0.91+32.5Re
-1 2⁄ ]

2
+0.1Fr

0.25 (1.7) 

 CM=1.78 (1.8) 

 κ0

u*D
=0.032 

(1.9) 

ここでρ
t
，ρはそれぞれ木材および水の密度，ut, ufはそれぞれ木材および水粒

子の速度，Vtは木材の体積，Atは木材の接水投影面積，CM，CDはそれぞれ木材

の付加質量係数および抗力係数である．X0とXは，それぞれ流木の初期位置と

∆t秒後の流木の位置，κ0は拡散係数，𝜉は  (0,1)間の一様乱数である．Re，Frは
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それぞれレイノルズ数およびフルード数，  u*は水流速を対数分布と考えた場

合の摩擦速度，𝐷は全水深である．レイノルズ数およびフルード数は以下の様

に定義される . 

 Re=
ρUL

μ
visc

 (1.10) 

 
Fr=

U

√gh
 

(1.11) 

ここでρ は水の密度，μ
visc

 は粘性係数，U は代表流速，L は代表長さ，g は重

力加速度，h は静水深となる．ただし，既往文献には代表流速，代表長さ等が

記載されておらず詳細は不明であるが , 一般的には代表長さに木材の長さを

代表速度に津波の流速を与えているものと考えられる．  
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（2） 津波による船舶群の漂流・座礁に関する水理実験と数値モデルに関す

る既往研究  

許ら（2015）9)は，船舶群が津波により漂流・座礁する水理実験を行い，漂

流現象の傾向を分析するとともに，剛体モデルに基づく再現計算から漂流に関

する各種モデルパラメータの影響や，船舶群の拡散範囲の再現精度について検

証を行っている．  

A）  船舶群の挙動を予測する数値モデル  

数値解析における船体の挙動予測には剛体モデルを採用しており，形状を直

方体として仮定し，並進方向と回転の運動方程式を解くことで物体の位置と角

度を求めている．式 (1.12)～式(1.14)に運動方程式を示す．  

 

 m
dvx

dt
=Fflowx+Ffricx (1.12) 

 
m

dvy

dt
=Fflowy+Ffricy 

(1.13) 

 
I
dω

dt
=Mz 

(1.14) 

 

ここで，m：物体の質量，vx，vy：物体の x，y 方向の速度，I：z 軸まわりの慣

性モーメント，ω：z 軸まわりの角速度，Mz：物体が流体から受ける力であり

鉛直軸回りのトルクである．また，並進方向の運動方程式中，右辺の第 1 項は

流体力，第 2 項は底面摩擦力を表している．底面摩擦は物体が床面に接する際

に生じる力であるため，水深が喫水を上回る場合は 0 になる．上記の運動方程

式は，初期条件として水理実験での船舶の初期位置，初期角度を与え，4 次精

度 Runge-Kutta 法により時間発展させることで数値解を求めている．また，流

体力のモデル化には，モリソン式を用いており次式 (1.15)～(1.17)となる．  
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 Fflowx=
ρC

D

2
∫ U|U|dAm +CMρVm

dUG

dt
 (1.15) 

 
Fflowy=

ρC
D

2
∫ V|V|dAt +CMρVm

dVG

dt
 

(1.16) 

 
Mz=

ρC
D

2
∫ V|V|lxdAt +

ρC
D

2
∫ U|U|lydAm 

(1.17) 

 

ここで，ρ：水の密度，U, V：漂流物に対する流体の x，y 方向の相対速度，CD：

抗力係数，CM：付加質量係数， lx， ly：物体重心位置からの距離，Am：流れの

向きに対する物体没水部分の投影面積，Vm：物体没水部分の体積である．添

字 G は物体の重心位置を表す．流体の格子間隔が漂流物のスケールよりも小

さい場合，流速の空間分布を考慮することができる．抗力係数は 1.5，慣性力

係数は 0.75 としている．  

 

 
Ffricx=-μ

dyn
g(m-ρVm)

UG

√UG
2 +VG

2

 
(1.18) 

 Ffricy=-μ
dyn

g(m-ρVm)
VG

√UG
2 +VG

2

 (1.19) 

 

ここで，μdyn：動摩擦係数であり，設計便覧から摩擦面が木（湿）の場合を参

照し，μdyn =0.2 としている．水位の変化により浮力が変化することで底面摩

擦力も変化する．  

 

B）  実験に基づく数値モデルの検証  

実験水槽は，図  1.7 に示す長さ 11m，幅 7m の平面水槽を用いており，構

造物や湾形状については，防波堤の模型を設置し湾の幅は岸側に向かうにした

がい徐々に狭くしている．模型縮尺は 1/100 としている．津波は周期 20 秒，

波高 3cm の押し初動の正弦波を  1 波を造波している．実験条件として，座礁

の可能性がない場合を想定し岸側の水深を 5.5cm に設定した場合と，座礁の

可能性が存在する場合を想定し岸側の水深を 0cm に設定した場合の２種類を



 
- 1.14 - 

想定している．  

図  1.8 は実験で得られた船舶群の軌跡と剛体モデルによる数値計算結果の

比較を行っているものである．本実験と計算の比較から剛体モデルの有用性を

示している．  

 

図  1.7 実験水槽の概要  

 

図  1.8 実験と数値計算の比較（赤：計算，黒：実験）   
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（3） 田島ら 10)による漂流物と氾濫流の相互作用に関する既往研究  

田島ら (2016)10)は陸上の氾濫流と漂流物群との相互作用について実験を実

施，構築した数値解析モデルとの比較検証を行っている．さらに数値実験を実

施し，漂流物の種々のモデルパラメータの影響を明らかにしている．  

A）  実験概要  

実験に用いられた水槽は幅 60cm，水槽左端から 10m の位置に開閉ゲートを

設置し，ゲート急開によって段波を発生させている．ゲートからの距離を x(m)

と定義すると x=4m から斜面を設置し，斜面の勾配は一様勾配ではなく地点に

よって異なり，x=6.3 で 10cm, x=9m で 19cm, x=12m で 29cm となる勾配となっ

ている．ゲート右側には h2=10cm の初期水深を設定し，汀線付近から立方体

の木片 850 個をランダムに配置している．図  1.9 に実験水路の概要図を示す．  

 

 

図  1.9 断面 2 次元水槽における実験の概要 10) 

 

実験ケースについては，ゲート左端の水槽内で貯水した h1 の高さや，木片

の有無，底面粗度の大きさなどについて変化を加えた複数のケースを実施して

いる．実験ケースの一覧を図  1.10 に示す．また図  1.11 に実験における木片

の移動状況を示す．  

 

図  1.10 実験ケース一覧 10) 
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図  1.11 木片の移動状況 10) 

B）  数値モデルの概要  

田島らは数値モデルを構築し，実験結果に基いて検証を行っている．数値モ

デルについては，段波の伝播および遡上を再現する流体モデルと流体による

個々の木片群の挙動を再現する木片運動モデルから構成されている．木片群の

運動には，個別要素法を適用して個々の木片に対して運動方程式(1.20)を解い

ている．  

  sρVd

∂ud

∂t
=Fcd+Fcm+Fb+Fk (1.21) 

ここで𝜌は水の密度，s は木片の比重(s=0.6),Vd は木片の体積 , 𝒖𝑑は木材群の速度，

Fcdは流体による抗力，Fcm は慣性力，Fb は底面摩擦力，Fkは漂流物群の衝突

による斥力である．抗力慣性力は，モリソン式に倣い設定している．底面摩擦

力については喫水深を求め，底面に接地している場合について静止摩擦および

底面摩擦力が作用するように設定している．また斥力については，木片を球体

近似し，ばねモデルを適用している．周辺木片との重心間の距離が辺の長さよ

り小さい場合，重心間距離と木片長さの差分に比例して斥力を与えている．  

一方，流体の遡上伝播モデルは分散項を加えた非線形長波方程式を用いてお

り，個々の木片に作用する流体力である抗力と慣性力の反作用力としての応力

を方程式の外力項として考慮している．  
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C）  数値モデルと実験との比較  

田島らは数値モデルの妥当性を実験結果に基づき検討している．  

図 1.12 は木片群の有無における水位の比較結果である．漂流物群を対象と

して，移動状況，実験水位を良好に再現可能としている．  

 

  

(a) 木片群の移動比較  (b) 水位の経時変化の比較  

図 1.12 実験と数値計算結果の比較 (田島ら，2016)10) 
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（4） 津波石の移動予測に関する既往研究  

過去に発生した地震規模やその発生周期から確率論的な地震予知を行い，そ

の結果を防災に役立てている．したがって過去に発生した歴史地震や歴史津波

を把握することは津波防災上重要である．多くの場合，我々は古人が残した文

献を基に歴史地震や歴史津波を知る．しかしこの方法で得られる地震やその津

波は一部であり，すべてを把握することは困難である．したがって，文献以外

から地震や津波の情報を得る方法は重要であると言える．  

そこで野路ら（1993） 11)では，津波の流体力に関する検討を行い，その応

用として，津波により海から陸に移動した岩塊（津波石）を取り上げ，その移

動を再現できる 1 次元数値モデルを提案した．また，大窪ら (2004)  12)はその

１次元数値計算モデルを 2 次元数値計算モデルに拡張し，実験結果との比較

を行ってモデルの妥当性を検証した．津波石の運動方程式を式(1.22),(1.23)に

示す．   

 

 ρ
s
LHWẌ=

1

2
ρ

f
CD(U-Ẋ)√(U-Ẋ)

2
+(V-Ẏ)

2
HW  

 +ρ
f
CMU̇LHW-ρ

f
(CM-1)ẌLHW-Fbx-Fgx (1.22) 

 

ρ
s
LHWŸ=

1

2
ρ

f
CD(V-Ẏ)√(U-Ẋ)

2
+(V-Ẏ)

2
HW 

 

 +ρ
f
CMU̇LHW-ρ

f
(CM-1)ẌLHW-Fby-Fgy (1.23) 

ここで，ρは密度，U，Vはそれぞれ x および y 方向の流速，X，Yはそれぞれ

津波石の x および y の移動距離，H,L,W はそれぞれ津波石の高さ，長さおよ

び幅，Fbは底面摩擦，Fgは重力の斜面成分である．CDは抗力係数，CMは付加

質量係数であり，添字の fとsはそれぞれ水粒子および津波石に関する量である

ことを示す．抗力係数と付加質量係数は時間的に変化する．このことを踏まえ

て，野路ら（1993）では水理実験を行い，その結果より抗力係数と付加質量

力係数は以下のように表された．   
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 log CD = {

0.25-1.6 log Fr                               for  hinun H⁄ <1.2          

0.55-025 hinun H⁄ -1.6 log Fr        for 1.2< hinun H⁄ <2.0

0.05-1.6 log Fr                              for  2.0< hinun H⁄             

 (1.24) 

 CM=1.15+1.15 tanhinun{(-2.0+2.5 hinun H⁄ )π} (1.25) 

 

ここで，Fr，hinun H⁄ はそれぞれフルード数および津波石の相対水深である． 
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1.3. 本研究の目的  

本研究の目的は，東日本大震災の実績被害の状況やこれまでの津波被害予測

に関する既往研究を踏まえ，より実現象を考慮した津波被害予測手法の検討を

目的としている．ここでは，津波被害評価で一般的に用いられている従来の津

波浸水シミュレーション技術に着目し津波被害予測モデルの開発を行った．は

じめに，2011 年東北地方太平洋沖地震津波から抽出された課題点を整理し，

その課題から得られた結果を踏まえ，津波浸水シミュレーション技術の高度化

を行った．特に，従来の津波浸水シミュレーションで取扱っていなかった建物

の影響や，災害がれきの影響，災害がれきの集積箇所の予測などの現象に着目

し研究を行った．  

既往研究では，津波浸水計算では建物の形状を考慮した今井ら (2013)4)の検

討事例や，林ら (2014)5)などの建物倒壊について検討した事例が報告されてい

る．また，漂流物や津波石移動に関しては，漂流移動あるいは底面移動等の個

別の現象を取扱っており，これらの移動現象を同時に取り扱えるモデルの検討

事例はない．また，本来であれば津波浸水や建物の被害，漂流および災害がれ

きの影響は相互に影響するため，より詳細な津波被害予測を行うためには，こ

れらの現象を包括的に取り扱う津波浸水計算・災害がれき移動予測を評価可能

なモデルが必要であると考えられる．  

以上の研究目的や既往研究を踏まえ，本研究では，建物倒壊の影響を考慮し

た津波浸水予測モデルの構築を行い，その影響について明らかにする．さらに，

災害がれきの複数の移動形態を考慮した，がれき発生・移動予測モデルを構築

し，既往実験との比較および数値実験に基づき，モデルの基本性能の確認を行

い，同モデルを東北津波で甚大な被害が生じた気仙沼市に適用し，モデルの再

現性について検証を行った．  

なお，環境省の定義では，災害がれき（災害廃棄物）は，地震，津波，火災

被害によって発生した廃棄物のことを指しているが，本研究における災害がれ

きや津波漂流物の取り扱い範囲については，津波の遡上・浸水によって発生す

る廃棄物だけを検討対象としている．環境省との定義と混在し無いために，本
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研究での災害がれきと津波漂流物を以下の通り定義する．  

【本研究における津波漂流物と災害がれきの定義】  

災害がれき：津波遡上によって倒壊した建物より発生した混合ゴミ（可燃・

不燃物，金属・コンクリート・アスファルトがら）．漂流物も含む．  

津波漂流物：上記の災害がれきのうち，自動車，船舶，コンテナ等，形状を

とどめたまま津波被害によって発生するもの．  
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1.4. 本研究の流れ  

本研究では，先述した社会的背景・目的と既往の研究を踏まえ，より実用

的な津波被害予測モデルの構築を目指すものである．そのためには，従来の

津波浸水シミュレーションにおける建物の取り扱いと建物の倒壊および災害

がれきの発生・移動予測という現象の相互作用を考慮したモデルを構築し，

その影響を明らかにする．  

図 1.13 は本研究の流れとなっている．第 1 章では本研究の社会背景，既

往研究を整理した．さらに，第 2 章では，東日本大震災における地震・津波・

火災被害について取りまとめており，本研究で対象とする気仙沼市街地の被

害状況について整理した．次に第 3 章において，従来手法および建物地形化

モデルによる津波浸水シミュレーションを実施し，結果の考察を行った後そ

の課題点を整理した．この結果を踏まえ，第 4 章では建物倒壊を考慮した津

波浸水シミュレーションモデルの構築とモデルの検証を行い，第 5 章では，

災害がれきの移動予測モデルの構築について検証した．第 6 章では，建物倒

壊と災害がれきの影響を考慮した津波浸水シミュレーションを実地に適用し

その影響を明らかにした．最後に第 7 章にて本研究の成果と課題について言

及した．   
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図 1.13 本研究のフロー 

1.序論（本章）

・研究の背景・目的
・既往研究の整理

2.東日本大震災の概要（２章）

・東北地方太平洋沖地震津波災害の概要
・モデル構築における検討対象領域の選定と被害の概要

3.東北津波を対象とした従来手法および建物地形化モデル
による津波浸水シミュレーションの再現性の検討（３章）

・複数ケースによる再現計算（従来手法による粗度モデル，建物の形状
高さを考慮した建物地形モデル）

・課題の抽出・整理

4.建物倒壊を考慮した津波浸
水モデルの構築（４章）

・建物倒壊モデルの構築
・建物倒壊しきい値の設定
・建物倒壊計算の実施

5.災害がれきの移動予測モ
デルの構築（5章）

・災害がれきの移動予測モデル構
築
・実験に基いた予測モデルの検証

6.災害がれき予測モデルの実地への適用（6章）

・対象がれきの選定
・東北地方太平洋沖地震津波を対象とした災害がれき予測モデルの実地
への適用（再現計算）
・がれき集積状況の異なる他地域（陸前高田）への汎用性の確認

7.結論（7章）

・本研究のまとめ
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第2章 東北地方太平洋沖地震津波の概要と被害状況の整理  

2.1. 東日本大震災の被害概要  

東北地方太平洋沖地震は，2011 年 3 月 11 日の 14 時 46 分ごろ，三陸沖（北

緯 38 度 06.2 分，東経 142 度 51.6 分，深さ 24km）に発生した地震であり，こ

れに伴う津波が発生し，東北沿岸に甚大な津波被害が発生した．  

表  2.1 は東北地方太平洋沖地震津波によって生じた東日本大震災と阪神淡

路段震災の被害を比較したものである（内閣府，2012）12)．阪神淡路大震災は，

局所的な地震被害のみであったのに対して東日本大震災では，地震に加え津波

被害も発生していて，死者の数が 3 倍近くとなっている．さらに地震・津波被

害にとどまらず，火災被害も一部で確認できる．  

この結果から，東北地方太平洋沖地震津波による被害は，地震のみならず津

波被害や火災被害を広域で引き起こしたものであったことがわかる．次節では

東北地方太平洋沖地震津波がもたらした様々な被害・影響について記述する． 

表  2.1 東日本大震災と阪神淡路大震災の比較（内閣府，2011）12) 

 
東日本大震災 阪神・淡路大震災 

発生日時  
平成 23 年 3 月 11 日  

14 時 46 分  

平成 7 年 1 月 17 日  

5 時 46 分  

マグニチュード  9.0 7.3 

最大震度  震度７（宮城県栗原）  震度７（神戸市他）  

震源地の深さ（km） 24  14  

死者（人）  18,455  6,434  

行方不明者（人）  3,276  3  

負傷者（人）  6,023  43,792  

住家被害（戸）  1,054,202  639,686  

床上・床下浸水（戸） 35,935  - 

焼損棟数（戸）  281  7,574  

避難者数（人）  約 47 万  約 32 万  

被害総額（兆円）  （推計）16～25  9.9  
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2.1.1. 震度分布の概要  

図 2.1 に，気象庁が公表した東北地方太平洋沖地震時の震度分布を示す．

東北地方太平洋沖地震は，地震の規模を示すマグニチュードは 9.0 で，東北地

方沿岸に大きな地震をもたらし．特に震央から近い宮城県栗原市では最大震度

7 を観測し，その周辺では最大震度 6 強または震度 6 弱となっている．   

 

 

 

図 2.1 東北地方太平洋沖地震時の震度分布 (気象庁，2011)14) 
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2.1.2. 津波被害の概況  

東北地方太平洋沖地震津波によって，青森県，岩手県，宮城県，福島県，茨

城県の沿岸に巨大津波が来襲し，甚大な被害が発生した．日本気象協会の既往

報告 15)によると各地の津波の高さは，福島県相馬市で  9.3ｍ以上，岩手県宮古

市で  8.5ｍ以上，  同県大船渡市で  8.0ｍ以上，宮城県石巻  市鮎川で  7.6ｍ以

上などが観測（気象庁  検潮所）されたほか，宮城県女川漁港  で  14.8ｍの津

波痕跡も確認されている（図  2.2 参照）．  また，遡上高では，国内観測史上

最大  となる  40.5ｍが観測された（津波合同調査グループ，2011） 16)．  

 

 

図  2.2 東北地方太平洋沖地震時の津波高と浸水高 (日本気象協会，2011)15) 

 

また浸水範囲については，岩手県，宮城県，福島県の３県では，（気象庁  HP 

より）海沿いの集落が軒並み水没したのをはじめ，仙台平野などの平野部では

海岸線から数ｋｍ  もの内陸にわたる広範囲が水没，河川沿岸では遡上した津

波によりかなり内陸に入ったところまで没した．国土地理院の写真判読による
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分析（図  2.3 参照）では，津波により浸水した範囲は，青森県，岩手県，宮

城県，福島県，茨城県，千葉県の６県 62 市町村で  561ｋ㎡の面積に及んだ．  

 

 

 

図  2.3 写真判読による浸水範囲（国土地理院，2011）17) 
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2.1.3. 地殻変動量  

図  2.4 に，国土地理院（2011）18)が公表した東北地方太平洋沖地震によっ

て生じた水平変動量及び鉛直変動量を示す．水平変動は最大で約 5.3m，鉛直

変動は最大で約 1.2m となっている．特に鉛直変動は主に地盤沈下を表してお

り，浸水被害を増大もしくは長期化させる一因となった．  

 

  

(a) 水平変位  (b) 鉛直変位  

図  2.4 東北地方太平洋沖地震時の等変動量線図（国土地理院，2011）18) 
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2.2. 検討対象地域（気仙沼市鹿折地区）の被災概要  

本研究では，津波被害予測モデルの構築を行うにあたり，その再現性につい

て検証を行う必要がある．東北地方太平洋沖地震津波では東北沿岸各地で被災

が発生したが，その中でも，建物の残存状況やがれきの発生状況において豊富

にデータが蓄積されており，なおかつ DSM，DEM 等の高精度標高データが

整備されている，宮城県北東端の太平洋沿岸に位置する気仙沼市の鹿折地区と

した．  

気仙沼の鹿折地区は，気仙沼湾に面し水産加工場が集積し、その北側は住・

商・工が混在する地区である．  

図  2.5 は国土地理院の電子地図 1)で公表している被災前と被災後の空中写

真の比較となる．この比較図から，気仙沼市の鹿折地区は浸水被害や建物倒壊

被害，船舶などの漂流などが確認できる．また，倒壊・流失した重油タンクか

ら漏れ出た油に引火し海上火災が発生し，火災は鹿折地区の市街地まで及んだ

ことが報告されている．  

以下では本研究の検討中心となる気仙沼市街地の被災状況について整理を

行ったものである．  

 

 

図  2.5 気仙沼市鹿折地区の被災前後の空中写真 1)  

被災前：2001年撮影 被災後：2011年3月13日撮影
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2.2.1. 津波被害の概要  

本節では，甚大な浸水被害が生じた気仙沼市鹿折地区の津波痕跡水位と浸

水範囲について整理を行った．地震発生から津波浸水の時系列についても整

理した．  

図  2.6 は国土地理院が公表している浸水図になる．この公表資料に基づ

き本研究で算定した鹿折地区の浸水面積は，1.23km2（気仙沼市全体で 18.65 

km2）であり平地部におけるほとんどの市街地で浸水被害が生じている . 

 

図  2.6 気仙沼市鹿折地区の浸水範囲 16) 

 

図  2.7 は津波合同調査（2011）16)より整理した気仙沼市鹿折地区における痕

跡水位となる．痕跡津波は平均で約 T.P.+ 6.2m，最大で T.P.+ 9.4m（地点 2）

であったことが確認された．また，これらの結果から，津波高は沿岸ほど高く

内陸ほど津波痕跡値が小さくなる傾向が確認できる．  

 

 

対象地域：気仙沼市鹿折地区 
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図  2.7 気仙沼市鹿折地区の痕跡津波高  

 

津波来襲状況については，気仙沼市に設置しているライブ映像を基に作成し

た資料 19)が気仙沼市で取りまとめている．表 2.2 は地震発生後から津波来襲，

来襲後の被害状況に整理されている．この結果から，地震発生後 41 分までは

魚町 2 丁目周辺（地点 A）で引波が確認でき，ほぼ同時刻の地震発生後 43 分

で魚市場（B 地点）に津波の第一波が来襲し，陸上遡上が開始し 52 分後には

魚町（C 地点）で浸水被害が発生していた．これらの結果を踏まえると，鹿折

地区では，地震発生から 40 分程度では周辺で引波が発生しており，その後 40

分から 50 分にかけて陸上遡上が開始したと考えられる．   
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表 2.2 地震発生から津波到達までの時系列 19) 

  

15 時 27 分(地震発生から 41 分後) 

引波が確認される（地点 A）  

15 時 29 分(地震発生から 43 分後) 

第一波到達（地点 B）  

  

15 時 38 分(地震発生から 52 分後) 

陸上遡上（地点 B）  

15 時 38 分(地震発生から 52 分後) 

陸上で浸水被害（地点 C）  

  

15 時 43 分(地震発生から 57 分後) 

陸上で浸水被害（地点 D）  

地点の詳細  

 

  

地点 A 

地点 B 

地点 C 

地点 D 
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2.2.2. 建物の被災状況  

気仙沼市鹿折地区の平地部では，ほとんど浸水被害が発生し，建物も損傷

を受けた．図  2.8 に気仙沼市鹿折地区の建物の構造種別と被災区分を示す．

なお，データは国土交通省都市局 7)より提供頂いたものとなる．  

また，表  2.3 と図  2.9 に気仙沼市鹿折地区の構造種別ごとの被災区分数

を示す．この結果から，気仙沼市では大部分が木造家屋であり RC 造や S 造

の割合は少ない．また，木造家屋の大部分が全壊（流失）しているのに対し

て，RC 造や S 造は全壊（流失）に至ったものは少ないことがわかった．こ

の結果から，当然のことながら，木造と比較して鉄骨造やコンクリート造が

津波に対してある程度の耐力を保有し，津波来襲時においても抵抗となった

こと，また逆に，流出した木造住宅はほとんど流れの抵抗にならなかったこ

とが考えられる．  

本研究は，建物被害区分を残存と流出で再区分を行った．再区分を行った

図を図  2.10 に示す．  

  

図 2.8 気仙沼市鹿折地区の建物構造と被災区分   
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表  2.3 構造種別ごとの被災区分数  

 

被災家屋数  

鉄筋コンク
リート造  

鉄骨造  木造  その他  

被災なし  0 0 0 74 

一部損壊  0 0 10 11 

半壊  1 0 37 27 

大規模半壊  12 3 123 36 

全壊（1 階浸水） 10 10 13 40 

全壊  8 4 279 75 

全壊（流出）  0 1 1152 176 

 

 

図 2.9 気仙沼市鹿折地区の構造種別と被災区分数 
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図  2.10 建物被害の再区分  
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2.2.3. 漂流物被害  

東北地方太平洋沖地震津波によって，多くの車両や船舶が漂流した．図 2.11

は気仙沼市鹿折地区の内陸に打ち上げられた漁船・大型船舶である．港湾空港

技術研究所の研究チームの報告によれば「波が到達したより高い場所でも建物

が大きく損壊しており、船舶などの漂流物によって破壊されたと予想される」

との報告事例もあることから，津波被害を想定する際には，漂流物の影響を考

慮することは重要であると考えられる．しかしながら，津波による，浸水被害

や火災等の被災状況は整理されているものの，漂流物の軌跡・集積箇所，衝突

被害などの報告事例は少ない．  

 

  

  

図 2.11 気仙沼市街地に漂着した大型船舶 20) 

 

そこで本研究では震災後の空中写真の判読により，比較的重量があり衝突時

に建物やインフラに損傷させる可能性がある車，船舶等の漂流物の最終漂着位
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置を整理した．空中写真は国土交通省国土地理院応用地理部 21)撮影時期が震

災直後（平成 23 年 3 月 13 日）のものを用いた．図  2.12 に空中写真より整理

した車両・船舶の最終漂着位置を示す．また，図中には浸水範囲を赤線で示し

ている．この結果から，船舶は鹿折川や，鹿折地区の魚町周辺に集積している

こと，車両については，津波先端部で集積している傾向が確認された．  

 

 

図  2.12 空中判読より整理した車両・船舶の最終位置  

  

Cars
Ships

Final positon
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2.2.4. 災害がれきの発生状況  

気仙沼市では，沿岸部の住宅や工場などが津波による直接浸水被害に加えて，

海洋に流出した重油や散乱したがれきに引火することで火災による被害も発

生した．また，市街地に散乱した災害がれきは，早期の救助や復旧の妨げになっ

た．  

図  2.13 に宮城県で公表されている，気仙沼市街地で発生したと算定された

災害がれきの構成と総量を示したものである．災害がれきの内訳は，可燃物（木

くず，廃プラスチック，紙等）や不燃物（コンクリートがら，金属くず等）が

混ざった混合廃棄物と，津波によって海底から打ち上げられた土砂が主体と

なっている．総計は気仙沼市全体で 172 万トンとされており，鹿折地区では，

浸水面積割合で計算すると，11.3 万トン（172×1.23km2/18.65 km2）発生し

ている事になる．  

 

 

図  2.13 気仙沼市における災害がれきの発生状況 22) 

 

次に，鹿折地区における災害がれきの集積状況を航空測量データより算定を

試みた．図  2.14 は，震災前の航空測量データ（地盤高データ）と，震災後の

航空測量データ（がれきの集積した高さを含む）の差分を示したものである．

図中には，残存した建物の形状も合わせて示している．また，これらの結果を
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参考にがれきの集積度合いを区分わけした結果を図  2.15 に示す（レベル 0 で

集積なし，レベル 1 で 10～30%程度の軽微な集積，レベル 2 で 50%前後の集

積，レベル 3 で大部分が集積）．この結果から，気仙沼市街地の鹿折地区にお

ける災害がれきの集積は，地区全体的に集積しているものの，津波先端部や残

存した建物の背後に集積している傾向が確認できる．  

津波先端部における集積は，津波の押し波によりがれきが先端部に運ばれ集

積したと考えられる．また，建物の背後地については，津波の引波時に残存し

た建物が引波の阻害となることで災害がれきが集積しやすくなったのではな

いかと考えられる．  

 

 

図  2.14 気仙沼市街地における災害がれきの発生状況  
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図  2.15 気仙沼市街地における災害がれきの発生状況（レベル区分）  
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2.3. 本章のまとめ  

本章では，2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震津波および，

本研究の検討対象となる気仙沼市における被害概要について整理した．今次地

震津波における気仙沼市における被害としては，津波被害，建物被害，漂流被

害，災害がれきの発生状況に分けて整理した．その結果，東北地方太平洋沖地

震では，マグニチュード 9.0，宮城県栗原市で最大震度 7 を観測された．津波

による最大遡上高は 40.5m となっており，東北地方沿岸各地で津波浸水被害が

発生した．  

気仙沼市鹿折地区においては，最大 10m 弱の津波が襲来しており，地区全体

が浸水する結果となった．浸水被害の傾向として，沿岸部では 7.0m から 10.0m

程度の津波高であったが，沿岸から離れるにつれて津波高は減少しており，背

後地では 4.0～5.0m 程度となっており，津波の周期にもよるが，建物や災害が

れきの影響（遡上に対する抵抗）もあると考えられる．また，気仙沼市鹿折地

区はほとんどが木造家屋で占められており，そのほとんどが全壊（流失）となっ

ていることが明らかになった．一方で RC 造や S 造も存在していたが全壊（流

失）に至ったものは少ない．このことから，木造に対して RC 造や S 造は津波

に対してある程度の耐力を有していることがわかる．また，建物の影響は津波

遡上に大きく影響されるため建物倒壊などの取り扱いが必要であると考えられ

る．一方，漂流被害や災害がれきの発生状況では，市街地全体で車両や船舶な

どの漂流物や，建物倒壊に伴う災害がれきの発生が生じていた．特に，津波浸

水外縁部付近や残存した建物の周辺に集積している傾向が確認された．本章に

も詳細を記述しているが，津波の引波時に残存した建物が引波の阻害となるこ

とで災害がれきが集積しやすくなったのではないかと考えられる．このことよ

り，災害がれきの集積予測には，津波の流況に依存するのみならず，建物の残

存状況も影響を及ぼすものと考えられる．また，津波の流況は建物の残存状況

に依存することや，建物の被害は津波の流況に依存するなど，相互依存の関係

にあると言える．  

以上の結果から，詳細な津波浸水予測，建物被害，災害がれきの予測等を行

う際には，相互の影響を考慮する必要があると考えられる．  
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第3章 東北津波を対象とした従来手法および建物地形化モデル

による津波浸水シミュレーションの再現性の検討  

3.1. 本章の目的と概要  

本章では，2011 年東北地方太平洋沖地震津波によって甚大な被害が発生し

た気仙沼市を対象に従来手法による津波浸水シミュレーションを実施し，その

再現性について検証を行った．また近年整備されつつある高解像度の DSM

データ（建物や樹木等の高さ情報を含む表層データ）や DEM（建物や樹木等

の高さ情報を含まない標高データ）などの航空測量データを用いて，建物の形

状や高さを直接地形として取扱った場合についても再現性の検証を行った．こ

の手法による津波浸水シミュレーションを実施・比較することで，従来モデル

や直接地形モデルの課題の整理を行うことを目的とした．なお，従来手法にお

ける津波浸水シミュレーションは地形モデルを DEM データで作成し，建物に

よる抵抗を粗度係数という抵抗値で評価を行っている．   

次節以降では，本研究で用いた津波浸水シミュレーションの概要と計算条件

および計算結果と考察について示す．  
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3.2. 津波浸水シミュレーションモデルの概要  

3.2.1. 基礎方程式  

一般的に津波の波長は数 km から数百 km と，海域の水深（数 m～１ｋｍ程

度，平均水深 3.8km），に対して非常に長い．例えば，気象庁（2011）の報告

によれば，2011年東北地方太平洋沖地震津波の津波波源域は南北方向に 550km，

東西方向に 200km であり，海域の平均水深と比べて非常に長かったことがわ

かる．  

このように水深に対して波長の長い波の運動は非線形長波理論によって表

すことができる．非線形長波理論では，波高と波長の比，及び，水深と波長の

比がいずれも小さいものとして導かれる（長波近似）．このとき，圧力は静水

圧分布となり，水平流速は鉛直方向には一様に分布する．海底から水面までを

鉛直方向に積分した非線形長波理論式は次のようになる．  

 

【  連続の式  】  

  
∂η

∂t
+

∂M

∂x
+

∂N

∂y
=0 (3.1) 

 

【  運動方程式  】  
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 ∂N

∂t
+

∂

∂x
(
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D
)+

∂

∂y
(

N2

D
)+gD

∂η

∂y
+

gn2

D7 3⁄
N√M2+N2=0 (3.3) 

 

ここに，x,y：水平座標，η：静水面からの水位 ,ｇ：重力加速度，D：全水深

（＝静水深 h+水位 η），n：マニングの粗度係数，M,N： x，ｙ方向の単位幅当

りの流量（＝水平流速 u,v×全水深 D）  

なお，式(3.2),(3.3)の中の非線形項（第 2，3 項）は差分式で表した場合に

も運動量が保存されるように，保存系表示をとっている．  
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図  3.1 記号の説明  

ただし，同式は，海底から水面までを鉛直方向に積分したモデルであり，流

速は平均流速を，圧力は静水圧として仮定している．そのため，鉛直流れや鉛

直方向の流速分布，また，動圧等を求めることはできず，これらに起因する現

象（例えば 3 次元的な流れが卓越する場合）を対象とすることはできない．  

市街地の津波流れは現象として 3 次元的な流れが生じることもあり，本来

であれば３次元計算をする必要がある．しかしその現象（3 次元性）は局所的

であり，本研究が対象とする広域から市街地における津波伝播や遡上浸水によ

る浸水範囲や津波高を算定して比較する場合においては , 2 次元の計算で十分

であると考えられる．   
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3.2.2. 数値計算法  

前節で述べた基礎方程式を，時間方向については Leap-frog 法のスキームを

用いて，空間方向についてはスタガード格子を用いて差分化する．Leap-frog

法では，下式に示すように水位 η，流量  M，N の計算点を空間，時間的に 1

／2 格子分ずらして配置する（図  3.2，図  3.3 参照）．以下の差分式の表示で

は，座標（x，y， t）に対応する離散化量を表す添字として（ i， j，k）を用い

る．連続の式 (3.1)の差分式を考えると中央差分を用いて式 (3.4)～(3.6)のよう

になる．  

 

  
∂η

∂t
=
1

Δt
(η

i,j
k+1-η

i,j
k ) (3.4) 

  ∂M

∂x
=
1

Δx
(Mi+1/2,j

k+1/2 -Mi-1/2,j
k+1/2) (3.5) 

  ∂N

∂y
=
1

Δy
(Ni,j+1/2

k+1/2 -Ni,j-1/2
k+1/2) (3.6) 

 

k 時点での水位，k+1/2 時点での線流量 M，N が既知であるとすると，次

に求めるべき k+1 時点での水位は式(3.7)のようになる．  

 

  η
i,j
k+1=η

i,j
k -

Δt

Δx
(Mi+1/2,j

k+1/2 -Mi-1/2,j
k+1/2)-

Δt

Δy
(Ni+1/2,j

k+1/2 -Ni-1/2,j
k+1/2) (3.7) 

 

次に，x 方向の線形長波の運動方程式 (3.2)については，点（ i+1/2， j，k）

を中心に考えると，k－1/2 時点での線流量 Mｋ -1/2，ｋ時点での水位 ηk より，

次に求める k+1/2 時点での線流量 Mｋ+1/2 は式(3.8)のようになる．  

 

  Mi+1/2,j
k+1/2 =Mi+1/2,j

k-1/2 -gD
i+1/2,j
k Δt

Δx
(η

i+1,j
k -η

i,j
k ) (3.8) 

 

ここで，全水深 D は，水深 h，水位 η より，  
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  Di+1/2,j
k =hi+1/2,j+

1

2
(η

i+1,j
k +η

i,j
k ) (3.9) 

 

同様に，y 方向の運動方程式 (3.3)は，  

 

  Ni+1/2,j
k+1/2 =Ni+1/2,j

k-1/2 -gD
i+1/2,j
k Δt

Δy
(η

i,j+1
k -η

i,j
k ) (3.10) 

  
Di,j+1/2

k =hi,j+1/2+
1

2
(η

i,j+1
k +η

i,j
k ) (3.11) 

 

Leap-frog 法では式 (3.7)，(3.8)及び(3.10)を時間ステップ△t 毎に交互に解く

ことにより，線形長波の計算を行う．  

非線形長波理論式においては，計算の安定性を確保するために移流項（式

(3.2)，(3.3)の第 2 項，第 3 項）の取り扱いに風上差分を用い，運動方程式の

差分式は次のように表される．  
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(3.13) 
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図  3.2 空間における変数配置 

 

 

図  3.3 時空間における変数配置 
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3.2.3. 境界条件および初期条件の設定方法  

（1） 境界条件の取り扱い  

【沖側境界条件】 

津波浸水シミュレーションでは，有限の計算領域縁に到達した波が反射する

ことなく透過させる必要がある．図 3.2 の空間配置で示した通り，領域端では

線流量 Q を設定する必要がある．そこで，進行性の長波の速度√ghとすると境

界における流量は次式で求めることができる．  

 

  Q=√M2+N2=±√ghη (3.14) 

 

上記の η は，沖側境界の 1 個内側であり，符号は波の進行方向に応じて設定

している．式 (3.14)で算定した線流量を境界端の線流量として与えることで，

波が透過する様に計算する．なお，本計算では，津波のみを対象として，風向・

潮汐は本計算時間内には変動しないものとした．  

 

【越流条件】 

越流条件とは，堤防等における越流量の算出方法のことである．越流条件に

ついては，一般的に本間の越流公式が使用されている．図  3.4 に越流公式と

その概念図を示す．  

 

 

図  3.4 越流公式と概念図 
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【陸上遡上境界】 

陸上への遡上を扱う場合には，岩崎・真野（1979） 23)の方法を用いた．こ

れは，図  3.5 に示すように，津波先端部での地形を格子間隔幅の階段状に近

似し，計算過程で時刻ステップ毎に階段上に水があるか否かを判別する方法で

ある．計算の具体的な要点は次のとおりである．  

 

 津波の先端は，水位と格子境界（4 辺）での最大静水深の和が正の格子

とゼロまたは負の格子の境界にある．  

 線流量を計算するための格子境界での全水深は，両側の格子の高い方の

水位と格子境界での静水深の和として求める．  

 水のない格子中点とその背後格子の水位を結ぶ直線が水面勾配の一次

近似であるとして線流量を計算する．全水深がゼロまたは負の場合には

線流量をゼロとする．  

 全水深がゼロに近づいた場合には移流項を省略する．  

  

 

図  3.5 遡上境界条件   
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（2） 計算領域の接続方法  

広域で発生した津波を沿岸域で高精度に計算を行うためには，計算格子を細

かく配置することが望ましい．しかし，効率や精度の観点から，すべての計算

対象領域に計算格子を細かく配置することは現実的ではない．通常津波計算で

は，計算を効率的に行うため，広域では大きい格子を配置し，沿岸域に細かい

格子の配置を行い，計算格子間隔の異なる領域を接続する「ネスティング手法」

を用いて計算を行う．以下では「ネスティング手法」の概要について示す（図  

3.6 参照）．  

 

 大格子領域で計算された流量を補間して小領域に与える．  

 小格子領域で計算された水位のうち，大格子領域の中心に相当する位

置の値をそのまま大格子に与える．厳密に値が一致しない場合（図 (b)

の様に２分割の場合）は補間により与える．  

 大小領域間の補間値を与える格子点として， 図  3.6 のように，小領域

では 1 格子余分に設定する．  

 

 

(a) 1/3 ネスティングの場合  (b) 1/2 ネスティングの場合  

図  3.6 領域接続の格子点配置  
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（3） 初期水位の設定方法  

津波数値計算の初期条件としては，地震断層モデルを用いて計算される海底

地殻変動の鉛直成分を海上面に与える方法を用いた．  

地殻内部に蓄積された歪みが，ある限界に達すると亀裂（断層）が生じ，こ

れに沿って両側の地殻が急激にずれる．この現象が断層運動であり，断層面が

食い違う際に地震動が生じる．海底下で断層運動が起こると海底に鉛直方向の

隆起・沈降が生じ津波の原因となる．断層運動自体は非常に複雑な過程を持つ

が，断層運動全体を巨視的に見ると簡単なモデルで表現することができる． 図  

3.7 は断層運動をモデル化したものである．長さ Lfau，幅 Wfau の矩形の断層面

が平面的に U fau すべり量（食い違い量）だけ互いにずれるものと考える．典

型的なものとしては，図  3.8 から図  3.9 に示すように，水平方向にずれる横

ずれ断層（右ずれ・左ずれ）や鉛直方向にずれる縦ずれ断層（正・逆断層）が

ある．断層の幾何学的特性は，すべり方向 λfau，断層の走向 φfau，断層面の傾

斜角 δ fau によって表される．以上の 6 個が最も簡単な断層パラメータで，地震

波解析により推定される．これらに断層の位置情報を加えた断層モデルのパラ

メータ一覧を表  3-1 に示す．  

断層パラメータから断層近傍における地表面の鉛直分布は，弾性論を基礎と

Mansinha and Smylie（1971）24)の方法や Okada(1992)25)の方法により計算

することができる．図  3.7 に例を示す．海底における地殻の鉛直変位が海面

に即時に伝わると仮定すると，鉛直地殻変動量が津波の初期波形となる．   
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図  3.7 断層モデルとパラメータの概要 26) 

 

図  3.8 断層のタイプ 26) 

 

 

図  3.9 断層運動と地表変位の概念図   
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表  3-1 断層モデルのパラメータ  

基準点位置：緯度 N，経度 E 断層面の位置を示す．断層面の位置を手

前に傾き下がるように置いた場合，左上

に位置する端点を断層基準点と定め，そ

の緯度 N，経度 E，深さ d fau を示す．  

断層面上縁深さ：d fau 

断層長さ：L fau 

断層面の大きさを示す．  断層幅：Wfau 

すべり量：Ufau 

走向：𝜑fau 

断層が水平方向でどの方角に伸び

ているかを示す．  

断層面の向きを示す．  

傾斜角：δ fau 

断層が水平方向でどの方角に伸び

ているかを示す．  

すべり角：λ fau 

断層がどの方向に動いたかをしめ

す．  
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3.3. 計算条件  

3.3.1. 検討ケース  

本研究では，津波浸水予測によって再現計算を行い，その再現性と課題につ

いて整理する．また，建物の取り扱いを従来手法の粗度とした場合と建物を地

物として形状を考慮した場合の検討を行った．また，建物の地物化は震災前の

建物と震災後に残存した建物とした．計算ケース一覧と建物の表現方法の概要

を表  3.2，図 3.10 に示す．ケース１が従来手法となり，建物の影響を粗度係

数で表現する場合，ケース 2 が震災前の建物を地物化，ケース 3 が震災後に

残存した場合のケースとなる．各ケースの粗度係数については，「3.2.2 の地形

データ等の作成」で詳細を示すが，ケース 1 では，建物の影響を粗度として

取り扱い，ケース 2，3 は街路やさら地を想定して設定を行っている．  

表  3.2 再現計算のケース一覧  

ケース 建物（使用した標高データの種類） 倒壊有無 

1 従来通り粗度で評価（DEM データで作成）  

倒壊なし 2 震災前の全ての建物を地形（DSM データで作成）  

3 震災後の残存した建物を地形（DSM データで作成） 

 

  

(a)実際の建物状況 (b)Case1（粗度係数） 

  

(c)Case2(震災前 DSM データ) (d)Case3(震災後 DSM データ) 

図 3.10 実際の建物状況と各ケースの建物の表現方法   

x

z

倒壊・流失
した建物

残存した建物

地盤高

x

z

粗度係数を設定して建物
による流れの阻害を表現

地盤高

x

z

すべての建物を地形化

地盤高

x

z

震災後に残存した建物のみを地形化
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3.3.2. 地形データ等の作成  

（1） 計算領域・計算格子間隔の設定  

津波浸水シミュレーションの検討対象とする領域は，津波の波源域から沿

岸・市街地となる．沿岸域や市街地を詳細に計算するためには，より細かいメッ

シュを作成する必要があるが，広域におけても同一の格子幅で計算を行うこと

は，計算負荷・計算効率の観点から現実的ではない．通常の津波浸水シミュレー

ションでは，広域では粗い格子幅で，沿岸・市街地では細かい格子幅を採用し，

領域接続行うのが一般的である．本研究でも，広域から沿岸・市街地までに複

数の計算領域と格子幅を設定し，計算領域間は接続計算を行うものとした．  

計算格子幅は内閣府のデータ 27)を参考に 1350m（領域 1） ,450m（領域

2） ,150m（領域 3） ,50m（領域 4）とした．さらに気仙沼市街地を詳細に計

算する目的で 10m（領域 5） ,2m（領域 6）の格子幅を採用した．沖側境界を

設定する格子幅 1350m(領域 1)の計算領域は，内閣府 (2006)25)に基づき設定を

行ったが，規模が大きい津波を計算する場合に沖側境界で波が反射する場合が

ある．予備計算を踏まえ計算領域の拡大を行っている．  また，気仙沼市街地

における計算領域６は，東北地方太平洋沖地震津波時の浸水範囲が包括できる

範囲とした．本研究で設定した領域の概要，範囲を表 3.3 および図 3.11 に示

す．  

 

表 3.3 計算領域の概要  

No. 格子幅（分割数） 
領域南西端の座標 

（平面直角座標第 10 系） 

領域  1 1350m（840 ×1020）  x= -49950.0  y =-992250.0 

領域  2 450m（386 ×479）  x = -2250.0 y = -261450.0 

領域  3 150m（710×150）  x = 33000.0 y = -206400.0 

領域  4 50m（362×497）  x = 56300.0  y = -133750.0 

領域  5 10m（462 ×727）  x = 62670.0 y = -125480.0 

領域  6 2m（652 ×1447）  x = 64524.0 y= -121396.0 
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図 3.11 計算領域の設定（1350,450m,50m,10m）  

  

  

Dimain1

Dimain2

Dimain2

Dimain3

Dimain5

Dimain4

Dimain6
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（2） 水深・地盤高の設定  

本節では，津波浸水シミュレーションのメッシュデータを作成する際に用い

た水深・地盤高データと作成方法を示す．  

津波浸水シミュレーションを精度よく予測するためには，計算格子幅も重要

であるが，計算格子に設定する水深・地盤高データも重要となる．広域，沿岸・

市街地などのスケールや，陸域，海域，河川域などの管理域の関係により，作

成時に適用するデータが異なり，適切にデータを適用する必要がある．  

本研究で収集した水深・標高に関するデータと適用先を表 3.4 に示す．  

 

表 3.4 地形モデル作成に用いた水深・標高データ一覧  

id データ名  出典  適用先  

1 日本海溝・千島海溝周辺海

溝型地震の検討会データ  

内閣府中央防災会

議（2006）27) 

広域（領域 1～4）の

陸海域  

2 ETOPO1 NOAA 

 

同上  

3 海底地形デジタルデータ

(M7000) 

日本水路協会  詳細域（領域 5～6）

の海域  

4 航空レーザー測量による

標高データ (2m メッシュ ) 

国土交通省国土地

理院 21) 

詳細域（領域 5～6）

の陸域  

5 大川，鹿折川の復旧計画平  

面，縦断，横断図  

気仙沼土木事務所  

ウェブサイト 29) 

詳細域（領域 5～6）

の河川  
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【海域のメッシュデータ】  

広域の領域 (領域 1～4)の水深値は内閣府データに基づき設定した．ただし，

領域 1 についてのみ内閣府よりも広い範囲を設定しているため，領域拡大部

分に，NATIONAL CENTER FOR ENVIRONMENTAL INFORMATION で取得

した ETOPO1(1 分（約 1.8km）間隔のメッシュデータ )を用いた．沿岸・市街地

領域(領域 5,6)の水深値は，日本水路協会の海底地形デジタルデータを用いた．

なお，海底地形デジタルデータは東北津波の震災前のデータであったため，実

績の地殻変動量を考慮し水深値の修正を行った . 図  3.12 に示す通り使用した

海底地形データは等深線データとなっているため，2m 間隔の点群データに変

換し，TIN 補間でメッシュデータを作成した．   

 

 

図  3.12 海底地形デジタルデータの一例   

気仙沼市鹿折地区 
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【陸域のメッシュデータ】  

広域の領域 (領域 1～4)における標高データ，海域データの作成方法と同様

に内閣府データと ETOPO1 を用いた．沿岸・市街地 (領域 5,6)における陸域は，

震災後の航空測量データ（2m グリッド）を用いた．なお，震災後に測量され

たデータとなるため，地殻変動による補正は行っていない．データの補間方法

については，メッシュ内に含まれる標高・水深値を平均しメッシュに与えてい

る．  

また，建物を地物化として取り扱うケースの場合建物の形状と高さ情報が必

要となる．本研究では建物の影響を地形の高さで表現するにあたり，建物の高

さを整理し，計算格子に反映させた．反映させる計算格子の判別は，図 3.13

に示すように格子の重心が建物の外郭の内側にある計算メッシュに建物の高

さを付与した．なお，建物の外郭ポリゴンは国土地理院基盤地図情報 21)を用

いた．  

 

 

図 3.13 建物の高さを与えるメッシュの定義  

 

また，建物の高さ情報については，建物の外郭ポリゴン内の DSM データ（航

空測量データの建物や樹林等の情報を除去する前のデータ）と DEM データ

（建物や樹林等の情報を除去したデータ）の平均値の差分を整理して設定した． 

【凡例】
建物メッシュ
建物の線形

【凡例】
■建物高さを付与する格子

ー建物の外郭ポリゴン
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図 3.14 建物の高さ情報の取得（一部加筆） 29) 

 

【河川域のメッシュデータ】  

沿岸・市街地（領域 5,6）における鹿折川の河床高は，宮城県気仙沼土木事

務所のウェブサイト 28)より取得した，鹿折川復旧計画より整理した．収集し

た計画図の一例を図 3.15 に示す．同データからは鹿折川の 4 断面の河床高が

取得可能となっており，断面間の河床高は一次線形補間を行って設定した．  

 

以上の手順によって作成した各領域の地形データの一例を図 3.16 に示す． 

 

  

建物の高さ=

DSM平均値-DEM平均値

航空レーザーで取得した点群
建物や樹木等の点を含んだ表層モデル（DSM）

建物や樹木等を除いた地形モデル（DEM）
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図 3.15 鹿折川の河床高 27)  
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(a)領域 1：格子幅 1350m (b)領域 2：格子幅 450m 

  

(c)領域 3：格子幅 150m (d)領域 4：格子幅 50m 

図 3.16 作成した地形データ（領域 1～領域 4） 
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図 3.17 作成した地形データ（領域 5，格子幅 10m） 
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ケース１(DEM) 

 

ケース 2(震災前 DSM) 

 

ケース 3(震災後 DSM) 

図 3.18 作成した地形データ（領域 6，格子幅 2m）  
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（3） 粗度係数の設定  

津波浸水予測計算で対象とする波源域から市街地において，様々な流れ

の阻害物が存在する．例えば，市街地の建物や山地の森林等が挙げられる．

一般的には，この様な抵抗となるものを粗度係数を設定し，数値計算上で

流れの抵抗を取り扱う．また，土地利用形態と粗度係数の関係については，

小谷ら(1998)30)の研究成果が活用されている．表 3.5 に土地利用形態と

粗度係数の設定例を示す．  

本章では計算ケースに応じて設定した．ケース１については従来の手法

に従い，市街地の影響を粗度係数で設定した．土地利用形態は，国土数値

情報などに整理されているが，ここでは内閣府の成果を活用した．設定し

た粗度係数の一例を示す．この図より，気仙沼市街地では 0.04 が設定さ

れていることがわかる．また，ケース 2，3 については，建物の影響を直

接地物で扱うため，ここでは，街路や建物倒壊を想定して，0.025 とした．

各ケースの設定した粗度係数一覧を表 3.6 に示す．  

  

表 3.5 土地利用形態と粗度係数の設定例 

土地利用形態 粗度係数 (m-
1

3・s) 

住宅地（高密度） 0.080 

住宅地（中密度） 0.060 

住宅地（低密度） 0.040 

工業地等 0.040 

農地 0.020 

真値 0.030 

水域 0.025 

その他（空き地，緑地） 0.025 
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図 3.19 設定した粗度係数の分布 

 

表 3.6 各ケースの市街地における粗度係数一覧 

ケース 粗度係数 建物 

1 

市街地：0.02～0.04 

その他：0.025～0.04 

無し  

2 市街地：0.025 

その他：ケース１と同様  

震災前の全ての建物を地形  

3 震災後の残存した建物を地形  
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（4） 線構造物データの設定  

津波浸水シミュレーションでは地形の起伏の影響を地盤高・水深値を設定す

ることが基本となるが，海岸堤防や河川堤防など計算格子幅未満となる場合や，

越流破堤条件を設定する場合などは，図 3.20 右図のように線構造物によって

構造物の位置や高さを表現する．  

東日本大震災時では，検討対象とする気仙沼市街地のほとんどの構造物が加

配されていたことから，構造物の越流破堤条件を適用するため，構造物の位置

と高さを線構造物で設定した．構造物の位置と高さは内閣府のデータに参考に

詳細メッシュ領域に新たに設定した。  

本検討で設定した線構造物の設定状況を図 3.21 に示す．  

 

 

図 3.20 津波浸水シミュレーションにおける構造物の取り扱いの例 31) 
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図 3.21 線構造物設定箇所 

 

（5） 線構造物の破堤条件の設定  

東日本大震災時の気仙沼における構造物はそのほとんどが，破壊されている．

構造物の破壊の原因として，地震，津波による滑動・越流による洗掘，漂流物

の衝突などが考えられるが，最も破堤条件として考えられるのが越流時の破堤

であると考えられる．本研究では，津波が越流した段階で即時破堤として取

扱った .  

 

― 線構造物設定箇

所  
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3.3.3. 波源・断層モデルの設定  

東北地方太平洋沖地震津波の後，様々な研究機関から断層モデルが提案され

た．特に国内では東北大モデル 32)と藤井・佐竹モデル 33),34)が代表的な断層モ

デルになる．東北大モデルは浸水域や痕跡値に着目して断層モデルのパラメー

タを設定しており，藤井・佐竹モデルは検潮所と沖合の津波計，及び DART

における津波波形を用いて，インバージョンによるパラメータ設定を行ってい

る．  

本研究では市街地に来襲する津波波形が建物に対して大きな影響をもたら

すと考え，藤井・佐竹モデル Ver. 8.0 を採用した．藤井・佐竹モデル Ver. 8.0

は伝播破壊が考慮されており，津波の初期波形が時間発展する．本研究でも断

層の伝播破壊を考慮した．藤井・佐竹モデルの概要（小断層位置・すべり量）

を図 3.22 に示す．この図より，震央および海溝沿いに大きなすべり量が設定

されていることがわかる．  
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図 3.22 藤井佐竹モデル Ver8.0 のすべり量 34) 
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3.3.4. 初期潮位の設定  

本研究では，東北津波太平洋沖地震津波の断層モデルとして，藤井・佐竹モ

デルを採用した．同モデルは，10 秒間隔で伝播破壊が考慮されており，地震

発生から 100 秒かけて海底が隆起・沈降する．本研究でもこれに倣い，津波

の伝播破壊を考慮して初期水位を設定した．  

図 3.24 は各 10 秒間の津波初期水位（鉛直地殻変動量）を示したものであ

る．この結果から地震発生直後に大きく隆起・沈降したわけではなく，30-60

秒にかけて震央付近で大きく隆起・沈降している．その後，南北に伝播破壊し

ながら除々に隆起・沈降が小さくなる．  

また，断層モデルから地殻変動量を算定し，津波の初期波形を算定した．算

定した各タイム区間における波形を図 3.24 に示す．また，各タイム区間の波

形を積分した津波の初期波形を図 3.25 に示す．  

 

図 3.23 藤井佐竹モデル Ver8.0 のすべり量の時系列変化 

  

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

100

0 20 40 60 80 100

累
積
す
べ
り
量
（

m
）

進行時間（s）

震央付近

累積すべり量（m）

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

100

0 20 40 60 80 100

累
積
す
べ
り
量
（

m
）

進行時間（s）

波源縁付近

累積すべり量（m）

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0 20 40 60 80 100

累
積
す
べ
り
量
（

m
）

進行時間（s）

超大すべり域

累積すべり量（m）



 
- 3.32 - 

   

   

   

 

図 3.24 各タイム区間における津波初期水位  
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図 3.25 積分した津波初期水位の分布  
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3.3.5. 計算条件の一覧  

本研究で設定した計算条件一覧を表 3.7 に示す．  

表 3.7 再現計算における計算条件一覧 

#  項目  条件  

計算手法   基礎式   非線形長波理論式  

差分スキーム   【空間差分】スタッガード格子法   

【時間差分】リープ・フロッグ法   

越流公式   本間公式   

計算条件   計算領域   本章 3.2.2 の通り  

計算格子間隔   1350m→450m→150m→50m→10m→2m  

計算領域数   Domain 1（1350m メッシュ）   

Domain 2（450m メッシュ）   

Domain 3（150m メッシュ）   

Domain 4（50m メッシュ）   

Domain 5（10m メッシュ）   

Domain 6（2m メッシュ）   

波源（断層）モデル   藤井・佐竹モデル ver.8.0  

初期潮位   T.P.0.5m（第一波到達時刻の天文潮位）   

粗度係数   地形モデルのケースに応じて 0.025～0.04  

陸域境界   Domain 1～4 は完全反射   

Domain 5～6 は遡上境界   

計算間隔   dt = 0.05s(CFL 条件は満足する )  
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3.4. 再現計算の実施  

3.4.1. 東北沖における津波波形の比較  

本研究では，気仙沼市街地に来襲する津波波形について，実測と計算の比較

を行った．実測波形について気仙沼市街地に近い岩手県南部，宮城県北部，宮

城県南部の GPS 波浪計を用いた．図 3.26 に波浪計の位置を示す．  

 

図 3.26 東北沖における GPS 波浪計位置 35) 

 

図 3.27 は実測の水位偏差と計算波形の比較を行ったものである．これらの結

果から，計算水位は実測の波形と概ね一致しており，概ね良好な再現結果であ

ることを確認した．  
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(a) 岩手県南部  

 

(b) 宮城県北部  

 

(c) 宮城県南部  

図 3.27 東北沖における津波波形の検証 
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3.4.2. 市街地における津波浸水シミュレーションの結果  

図 3.28～図 3.30 に本解析結果より得られた各ケースの浸水プロセスを示

す．いずれのケースにおいても，これらの結果より津波発生後 40 分程度（3

月 11 日 15 時 26 時ごろ）で沿岸に到達，その 2 分後には遡上浸水しているこ

とがわかる．各ケースにおける遡上プロセスについては，粗度モデルが，海岸

から並行して遡上していくのに対して，震災前の建物を地形で考慮したケース

２では，海岸と河川から街路を通じて遡上していくことがわかった．また，震

災後の建物を地形としたケース３ではケース１とケース２の中間的な遡上結

果となっている．また，各ケースの遡上中の水位を比較してみると，ケース１

では，遡上にともない背後が高くなる傾向にあるが，建物モデルでは沿岸部で

高くなるが，背後地では沿岸より大きくならない傾向が得られた．この結果の

妥当性については，最大津波水位の平面分布と痕跡値の比較で後述する．  
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計算開始 40分後  計算開始 42分後  計算開始 44 分後  計算開始 46分後  

    

計算開始 48分後  計算開始 50分後  計算開始 52 分後  計算開始 54分後  

    

計算開始 56分後  計算開始 58分後  計算開始 60 分後  計算開始 62分後  

図 3.28 浸水プロセス（ケース１：粗度モデル） 

  

水位  

（m）  
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計算開始 40分後  計算開始 42分後  計算開始 44 分後  計算開始 46分後  

    

計算開始 48分後  計算開始 50分後  計算開始 52 分後  計算開始 54分後  

    

計算開始 56分後  計算開始 58分後  計算開始 60 分後  計算開始 62分後  

図 3.29 浸水プロセス（ケース 2：震災前の建物を地物化）  

水位  

（m）  
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計算開始 40分後  計算開始 42分後  計算開始 44 分後  計算開始 46分後  

    

計算開始 48分後  計算開始 50分後  計算開始 52 分後  計算開始 54分後  

    

計算開始 56分後  計算開始 58分後  計算開始 60 分後  計算開始 62分後  

図 3.30 浸水プロセス（ケース 3：震災後の建物を地物化） 

  

水位  

（m）  



 
- 3.41 - 

図 3.31 に本解析結果より得られたケース 1，2，3 の最大津波水位の平面分

布を示す．また，図 3.32 および図 3.33 に痕跡と計算水位の比較箇所とその

結果を示す．なお，沿岸部における痕跡値は 6m～9m とバラツキがあるが，

沿岸部に実際に来襲した津波水位は下限値である 5m～7m 程度であり，建物

前面で生じたせり上がりにより，局所的に大きな値（8m～9m）が痕跡値とし

て記録されたと考えられる．本検討では，細かい格子幅（2m）で建物を地形

（ケース 2,3）として扱っているため市街地スケールにおける建物のせり上が

りは考慮されるが，このような局所的なせり上がりまでは再現は困難であると

考えている．そのため，沿岸部の痕跡値ではなく，来襲した津波水位を再現で

きていれば再現性が高いと判断した．  

本解析結果より，抵抗則（マニングの粗度係数）で建物の影響を考慮したケー

ス 1 では，建物によるせり上がりを考慮できないため，市街地全体で水位が

フラットとなっており，沿岸部では過小評価，背後地では過大評価となること

が確認された．また，震災前の全建物を考慮したケース 2 では，沿岸域周辺

で建物によるせき上げの影響で水位上昇が生じ，痕跡値の再現性がやや高い．

しかしながら，沿岸から離れた背後地では，建物の抵抗の影響が大きくなるた

め，水位が過少評価となる．一方，震災後の残存した建物のみを考慮したケー

ス 3 では，ケース 2 と比較して沿岸部での水位上昇が劣るものの，背後地で

は，ケース 1 とケース 2 の中間的な結果となっていることが確認された．ま

た，図中には，津波痕跡高と計算値の空間的な適合度を示す指標 36)である K

および κ も合わせて示しているが，一般的に K，κ は 0.95 < K < 1.05，κ < 1.45

であると計算値が津波痕跡高とよく対応していることを表しており，K が 1.0

に近いほど，κ の値が小さいほど再現性は高い．これらの結果から，いずれの

ケースもκの条件は満たしているものの，K を満足させているのはケース 3

のみである．このことからも，全体的な再現率はケース 3 が最も高いことが

わかる．しかしながら，沿岸部だけに着目するとケース 3 はケース 2 より過

少評価していることから，ケース 2，ケース 3 の中間的な条件で計算をする必

要があると考えられる．   

以上のことから，正確な津波浸水・被害予測には建物の形状を考慮し，さら

に建物の倒壊を考慮する必要があると考えられる．   
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(a) ケース 1：粗度モデル  (b) ケース 2：震災前の建物  

 

 

(c) ケース 3：震災後の建物   

図 3.31 各ケースの最大津波水位の平面分布結果の比較 
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図 3.32 気仙沼市街地における痕跡比較箇所  

 

 

 

図 3.33 痕跡水位と計算水位の比較結果  

出典：東北地方太平洋沖地震津波情報,http://www.coastal.jp/ttjt/
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3.5. 本章のまとめ  

本章では，従来の津波浸水シミュレーション（粗度モデル）によって気仙沼

市街地における再現計算を実施した．また，建物を地形として取扱った場合に

ついて再現性と各ケースの違いについて検討した．その結果，いずれのケース

においても浸水範囲は概ね一致しているものの，遡上中や最大津波高の平面的

な分布が異なる傾向を示すことを明らかにした．  

痕跡値と比較した結果，痕跡値が沿岸から背後地にかけて小さくなるのに対

して，従来手法の粗度モデル（ケース１）では，沿岸から背後にかけてほぼフ

ラットとなり，また若干ではあるが沿岸より背後の方が津波高が大きくなるな

ど，実績とは異なる傾向を示した．一方，建物を地形として取扱った場合，沿

岸から背後地にかけて水位が小さくなるという傾向は実績値と良好に一致し

た．しかしながら，震災前の建物条件だと，沿岸域における抵抗が大きすぎる

ため，背後地を過少評価し，震災後の建物条件だと背後地は良好に再現できる

が，沿岸域でより過少評価となる．  

これらの結果から，建物の影響を動的に扱うことでより精度の高い津波浸水

シミュレーション予測ができると考えられる．建物倒壊を考慮した津波浸水モ

デルの検討を次章で行う．  
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第4章 建物倒壊を考慮した津波解析モデルの検討  

4.1. 建物倒壊を考慮した津波解析モデルの構築  

4.1.1. 建物倒壊モデルの構築の流れ  

市街地に来襲した津波は建物による反射や回り込みを行いながら，街路に

沿って遡上する．また，津波の諸量（津波高，流速）によっては建物が倒壊し

ながら遡上する場合もある．そのため，市街地においては建物の流れに対する

抵抗は常に変化する．本章では，この様な現象を忠実に再現することができる，

建物形状や倒壊の影響を考慮した津波シミュレーションモデルの構築を検討

した．  

津波と建物被害について，いくつかの報告事例が挙げられる．代表的なもの

として，松富・首藤 (1994)  37)，飯塚・松富 (2000)  38)など，浸水深や氾濫流速

と建物の被害程度を関連付けたものが挙げられる．この既往報告では浸水深が

2.0m 以上，流速が 4.9m/s で木造家屋が大破すると報告されている．また，

松冨ら (2013)  39)は鉄骨造の倒壊条件として構造物に作用する浸水断面積と関

連付けて倒壊条件を整理している．  

一方で，津波浸水シミュレーション技術においては，以下の報告事例が挙げ

られる．市街地の形状を考慮した津波シミュレーションは，2 次元計算におい

て建物の影響を地形と合成粗度係数を組み合わせた今井ら (2012)4)や，3 次元

計算でのフックら (2012)3)などの研究例があげられる．また，建物の倒壊の影

響を考慮した研究例として，建物の影響を時間発展型の合成粗度係数で取扱っ

た林ら(2014)5)の研究例があげられる．いずれの手法も限定した現象を取扱っ

ており，上述した建物形状や建物倒壊の現象を限定的に扱っている．そこで本

研究では，建物を地物として扱い，倒壊を考慮した津波シミュレーションを構

築する．  

建物倒壊を考慮した津波浸水予測モデルでは，建物の形状を地物として扱い，

津波の流況に応じて建物の高さを地盤高に修正する方法とする．また，建物倒

壊のしきい値については，既往の研究例ではよく浸水深と被害率が関係づけら

れているが，建物に作用する津波の流体力は浸水深のみでは決まらず流速に起
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因する動圧も考慮する必要がある．  

本研究では，建物に作用する波力を倒壊のしきい値として設定する．また，

倒壊に至ったしきい値については，３章で実施した再現計算の結果から建物に

作用した波力を整理し，推定作用波力と被害率について整理を行い，構造種別

毎に建物倒壊に至る波力を整理した．  
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4.1.2. 建物に作用する波力算定式の選定  

建物倒壊の判定を行うにしきい値の設定を行う必要がある．建物の倒壊基準

として，国土交通省都市局「東日本大震災による被災現況調査結果について（第

2 次報告）」では，2011 年東北地方太平洋沖地震津波によって被災した建物と

浸水深の関係を整理している（下図参照）．  

 

 

 

図 4.1 建物被害と浸水深の関係(国土交通省都市局、2011)7) 

 

浸水深と建物被害の関係を整理した報告例は多くあるが，建物に作用する力，

すなわち流体力は，浸水深に基づく静水圧のみならず，流速に基づく動圧も考
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慮するべきである．しかしながら，実際のところ津波来襲時に流速が観測され

た事例は極めて少なく浸水深・流速と建物被害を関係づけることは難しい．そ

こで本研究では，数値計算から得られる浸水深と流速から波力を算定し，建物

被害と波力の関係の整理を行うこととした．  

波圧算定式については，これまでの多くの手法が提案されてきているが，対

象とする構造物の違いや，用いる津波諸量によって異なる．表  4.1 にこれま

で代表的な津波波圧算定式を示す．代表的な式として，進行波（構造物なし）

を対象とした朝倉ら 40)の算定式が挙げられるが，同式は浸水深に水深係数を

乗じた形で静水圧を算定する式となっている．水深係数は，実験で複数のケー

スを実施し浸水深と最大波圧の包絡線から決定している．すなわち，いかなる

流速の場合でも，ある浸水深における最大波圧を算定する式となる．そのため，

流速がほとんどない場合は，生じる力は静水圧のみとなり，朝倉らの式は過大

評価となりやすい．  

実際の津波波力は，浸水深における静水圧と流速に起因する動圧からなる．

動圧として評価できるようにするため近年では，浸水深のみならず流速にも着

目した波圧算定式（有光ら 41)，高畠・木原ら 42)）が提案されてきている．  
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表  4.1 代表的な波力算定式の概要  

波圧式  対象構造物  
算定に用いる

水理諸量  

陸上構造物の

有無  
備考  

朝倉ら (2000) 40) 2 次元構造物  最大浸水深  無し  ソリトン分裂

考慮  

飯塚・松富 (2000) 

 

3 次元構造物  浸水深  有り   

Asakura et al. 

(2002) 

2 次元・3 次

元構造物  

最大浸水深・

流速  

無し   

内閣府 (2005) 

 

3 次元構造物  最大浸水深  無し   

榊山 (2012) 2 次元構造物  最大浸水深・

流速  

無し   

有光ら (2012) 41) 2 次元・3 次

元構造物  

浸水深・流速

の経時変化  

有り   

国交省 (2012) 

 

3 次元構造物  最大浸水深  無し   

高 畠 ・ 木 原 ら

(2013) 42) 

3 次元構造物  浸水深・流速

の経時変化  

有り   
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本研究では，建物（構造物）を配置した状態で波力を算定することから，波

力算定式として高畠・木原ら (2013) 42)の式を採用した．式 (4.1)，式(4.2)に算

定式を示す．同式は，流入境界から構造物前面までの区間で，比エネルギーが

保存されると仮定して，ベルヌーイの式から導出されたものとなる．  

  p
i
 = ρg(αiℎ𝑖𝑛𝑢𝑛 - zb) (4.1) 

  
αi=1+

1

2 
Fri

2 (4.2) 

ここで，p
i
：津波による任意の高さにおける波圧(N/m2)，h inun:浸水深(m)，zb : 

地盤高からの高さ (m)となる．  

同式は建築物の任意の高さにおける波圧算定式のため，地盤高面 (zb=0)から

波圧作用高さ（ zb=αih inun）まで鉛直方向に積分を行い単位幅当たりの式 (4.3)

として結果を整理した．  

  f
p
=

1

2
ρghinun

2
(1+Fr

2

+1/4Fr4 ) (4.3) 

ここで，fp：単位幅あたりの波力 (N/m)，ρ：水の密度(kg/m3)，g：重力加速度 (m/s2)，

h inun：浸水深(m)，Fr：フルード数である．  

  



 
- 4.7 - 

既往の研究における波力算定式は，通過波を対象としたものが多い．しかし

ながら先述した通り，高畠・木原ら 42)の式は建物を配置した状態で適用するこ

とが可能である．ただし適用条件として，建物による反射の影響が小さい上流

側の浸水深と流速を用いる必要がある．高畠・木原らの報告によると浸水深の

5 倍程度上流側の浸水深と流速を用いれば，建物による反射の影響が小さく，

精度よく波力を算定できると示している．そこで本研究では，対象とする気仙

沼市に来襲した津波高さ（浸水深：数 m）や市街地における計算メッシュ幅 2m

を考慮して，建物から 3～5 メッシュ程度上流側で波力の算定を行った．図 4.2

は波力算定位置の一例を示したものである．ただし実際には，沿岸域周辺の建

物では適用可能であるものの，背後地の建物が密集する地点では建物の反射の

影響は避けることができない．今後，背後地の波力算定方法については 3 次元

計算で直接算定するなどの検討が必要であると考えられる．  

 

 

図 4.2 波力算定位置の一例  

  

【凡例】
建物メッシュ
建物の線形

y

x

津波

波力評価地点
（上流側で評価）

波力評価
対象建物
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4.2. 建物倒壊・流出および残存建物に作用した津波波力の推定  

4.2.1. 建物に作用した波力と倒壊基準の設定  

本節では，建物に作用した津波波力について整理した．津波波力は建物の

前面で浸水深とフルード数に基づき算定した．なお，建物被害率と建物に作

用した波力の関係は，表  4.2 に示す通りである．被災区分は国土交通省都

市局の調査で区分された内容であり，本研究ではその区分に基きに被害レベ

ルの設定を行った．  

 

表  4.2 建物被害区分と被害レベル  

被災区分 被害レベル 備考 

被災なし 0 －  

一部損壊 1 －  

半壊 2 －  

大規模半壊 3 －  

全壊（1 階浸水） 4 1 階部分が浸水  

全壊 5 建物自体は残存修繕不可能な状態  

全壊（流失） 6 完全に倒壊・流失  

 

図 4.3～図 4.7 に第３章で実施した，再現計算におけるケース 2，ケース 1

の各種構造物の推定波力と被害区分を整理した結果を示す．また最小 2 乗法

より求めた回帰曲線も合わせて示す． なお ,全構造物における被害レベル 0（被

災なし）においては，作用波力は限りなく 0 であった．そのため，原点を通

る回帰曲線としている．また，一部の構造物や計算ケース条件によっては，被

害レベルと作用波力が逆転するなどが確認された．これはデータ数の充分でな

いためであると考えられる．そこで本研究では，最も単純な回帰式として直線

とした．回帰曲線は震災前の建物を考慮したケース２と震災後の建物を考慮し

たケース 3 では建物に作用した波力の傾向がやや異なり，ケース 3 の方が全

体的に大きめに算定されている．これは，津波浸水予測計算において，ケース
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2 に比べケース 3 では遡上しやすく，市街地全体では，水位が大きくなる結果

であったため，推定波力も大きくでているのであると考えられる．津波浸水予

測計算の結果では，沿岸部ではケース 2 が，背後地ではケース３の方が再現

性は高かった．このため，実際に作用した波力は，ケース２とケース３の間に

あると考えられる．また建物は，被害レベル 5（全壊）～レベル 6（全壊（流

失））に遷移する過程で倒壊・流失しており，先述した，震災前後におけるケー

スの間にあることを考慮すると，各種構造物に作用した推定波力はそれぞれ鉄

筋コンクリート造：80～140kN/m，鉄骨造：140～189kN/m，木造：77～

126kN/m，その他 88～133kN/m 程度であったと考えられる．ただし，RC 造，

S 造の建物については，十分なデータが得られなかったため，倒壊・流失に至っ

た波力の信頼度は十分ではないと考えられる．   
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図 4.3 すべての建物における推定波力と被害区分 

 

 

図 4.4 鉄筋コンクリート造建物における推定波力と被害区分 
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図 4.5 鉄骨造建物における推定波力と被害区分 

 

 

図 4.6 木造造建物における推定波力と被害区分 
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図 4.7 その他の建物における推定波力と被害区分 
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4.3. 建物倒壊を考慮した津波シミュレーションの実施  

4.3.1. 数値計算上における建物倒壊の取り扱い方法  

本解析では，津波の流況に応じて建物倒壊判定を行った．倒壊と判定され

た建物の地形は，図 4.8 に示す様に地盤高に修正することで建物の倒壊を表

現した．  

 

図 4.8 建物倒壊の概念図 

 

ただし，図に示す方法をそのまま適用すると，倒壊した建物とその周辺の

メッシュでは水位が不連続となり，計算の不安定を発生させやすい．建物倒

壊後のメッシュとその周辺におけるメッシュ間で水面形を連続的にすること

で，安定した計算を行うことができる．そこで本研究では，倒壊した建物倒

壊後のメッシュと周辺のメッシュにおける水位を平滑化することによって，

建物倒壊後の計算時における数値的な不安定を解消することとした．ただし，

平滑化範囲を大きくしすぎると計算自体の結果が変わってきてしまうため，

数値的な安定となる限界範囲を，トライアル計算により算定した．その結果，

x

z

津波高

波力算定地点
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※波力算定地点は建物前面から３メッシュ～５メッシュ程度で設定
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建物倒壊
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建物倒壊後のメッシュの境界から前後３メッシュの範囲を対象に平滑化すれ

ば安定して計算できることが明らかになった．図 4.9 に平滑化処理を考慮し

た計算の概念・手順を示す．青枠内は倒壊直後，緑枠が平滑化処理中，赤枠

内が最終的な水面形を示している．平滑化の処理方法は建物メッシュの境界

から前後 3 メッシュを対象に隣接するメッシュ同士の全水深の平均値を与え

ている（緑枠の処理）．さらに上記の処理（緑枠内の処理）を 3 回繰り返す

事によって建物倒壊後のメッシュに平滑化した水位を与えている．なお本手

法は，2m メッシュで検討したものであり，粗いメッシュ等については別途

検討する必要がある．一般的には，メッシュサイズが大きくなるほど，同じ

水位であっても水面勾配は小さくなる傾向にあるため平滑化範囲は小さくな

るものと考えられる．  
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図 4.9 倒壊後の数値計算上の処理の概念 
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4.3.2. 解析条件  

表 4.3 に計算条件一覧を示す．基本的には再現計算と同様であるが，気

仙沼市鹿折地区の地形条件は，震災前の建物の形状を考慮した地形（３章

再現計算のケース２と同様）とした．また，建物の影響を地形として表現

しているため，粗度係数については 0.025 とした．  

 

表  4.3 計算条件一覧 (3 章の再現計算と同様の条件 ) 

 
項目  条件  

計算手法   基礎式   非線形長波理論式   

差分スキーム   【空間差分】スタッガード格子法   

【時間差分】リープ・フロッグ法   

越流公式   本間公式   

計算条件   計算領域   3 章の再現計算と同様の条件  

計算格子間隔   1350m→450m→150m→50m→10m→2m 

計算領域数   Domain 1（1350m メッシュ）   

Domain 2（450m メッシュ）   

Domain 3（150m メッシュ）   

Domain 4（50m メッシュ）   

Domain 5（10m メッシュ）   

Domain 6（2m メッシュ）   

※震災前（3 章の再現計算ケース２）の地

形条件  

波源（断層）モデル   藤井・佐竹モデル ver.8.0  

初期潮位   T.P.0.5m（第一波到達時刻の天文潮位）   

粗度係数   市街地：0.025 

その他の土地利用形態：0.025～0.04  

陸域境界   Domain 1～4 は完全反射   

Domain 5～6 は遡上境界   

計算間隔   dt=0.05s(CFL 条件は満足する )  
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4.3.3. 検討ケース  

建物倒壊を考慮したシミュレーションでは，今回対象としている気仙沼市

は大部分が木造家屋で占められていることや，震災前後の結果間で推定単位

幅あたりの波力 (77～126kN/m)にばらつきがあるため，木造家屋を対象に複

数の倒壊条件  (ケース 4-a ～4-f)を設定した(３章の再現ケースと区別する

ためケース４とする )．ケース設定においては，上下限に幅をもたせ，50～

130kN/m のうち，感度分析も含めて 16kN/m ずつ変化させた．建物の倒壊・

流失を考慮した場合に用いた建物の倒壊・流失条件を表  4.4 に示す  

 

表  4.4 建物倒壊を考慮した計算ケース  

ケース 
建物倒壊の単位幅当たりの波力（kN/m） 

RC 造 S 造 木造 その他 

4-a 

110 165 

50 

110 

4-b 66 

4-c 82 

4-d 98 

4-e 114 

4-f 130 
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4.3.4. シミュレーション結果  

（1） 建物倒壊予測  

図 4.10 に本解析結果より得られたケース -a～f における木造建物の倒壊ま

たは残存した建物の再現率(=(倒壊または残存が計算と実績で一致した建物の

数)/対象とした建物数×100)を示す．これらの結果から，ケース 4-a，b の順

で再現率が向上し，しきい値を 82kN/m にしたケース 4-c が最も良好な結果を

示した．それ以降については，シミュレーションの倒壊率が上がるため，再現

率は低下する傾向が見られた．  

 

 

図 4.10 各ケースの建物倒壊および残存再現率 

 

図 4.11 に本解析結果より得られた各ケースの倒壊・流失および残存した建

物の平面分布の比較を示す．また，実績と計算の相関分布の結果も合わせて示

す．これらの結果からいずれのケースも建物倒壊は同様の傾向を示しており，

沿岸域で倒壊が大きくなり，木造家屋の倒壊条件を倒壊しにくい条件（ケース

4-a からケース 4-f）になるに従い背後地の残存が増えていることが確認でき

る．また，各ケースの計算結果と実績の相関値は再現率と同様に，ケース 4-a，

b，c の順で相関が高くなり，それ以上は相関値が下がる結果となった．  
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(a) case4-a (b) case4-b (c) case4-c 

   

(d) case4-d (e) case4-e (f) case4-f 

 

 

各ケースの相関値  

case4-a case4-b case4-c 

0.62  0.64  0.67  

case4-d case4-e case4-f 

0.65  0.63  0.58  
 

(g)実績  

図 4.11 建物倒壊予測結果（上 2 段：計算，下段：実績）   
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次に，図 4.12 に示す地区区分ごとに相関係数の算定を行った．地区区分は

気仙沼市の横断する鹿折川と，鹿折地区を横断する国道で境界となる 4 区分

とした．地区区分ごとの相関係数を表 4.5 に示す．表中は相関が高いケース

に青色を低いケースを赤色で着色している．これらの結果より，地区１ではい

づれのケースもほとんど変わらず，地区 2 ではケース 4-c が高い．しかしなが

ら，背後地の地区 3,4 では倒壊条件によって相関が極端に低下する等の傾向が

確認された．また，地区 4 では case4-d が最も高く，地区ごとに分析すると良

好に再現できる倒壊条件は異なることが確認された．  

 

図 4.12 相関係数算出用の地区区分  

 

表 4.5 地区ごとの相関係数 

 

case4-a case4-b case4-c case4-d case4-e case4-f 

地区 1 0.56  0.56  0.56  0.57  0.56  0.53  

地区 2 0.68  0.67  0.77  0.69  0.67  0.61  

地区 3 0.59  0.62  0.63  0.58  0.37  0.16  

地区 4 0.29  0.40  0.50  0.52  0.32  0.25  
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地区 2 

地区 1 

地区 3 
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本検討では，建物の倒壊被害について検討を行い建物の残存・倒壊率で評

価を行った．その結果，木造家屋の倒壊しきい値を 82kN/m とすることで

86%の再現率を示し，相関も高いケースとなった．ただし，地区ごとに分析

した結果，沿岸部と背後地で相関が逆転するなどが確認された．  
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（2） 浸水プロセスおよび痕跡水位の比較  

図 4.13 に，本解析より得られた最大津波水位の平面分布の結果を示す．３

章で実施した再現計算の結果もあわせて示す．建物倒壊を考慮した津波浸水予

測モデルの結果は，建物を震災前後の地形としたケース 2,3 と中間的な結果と

なっていることが確認された．建物倒壊を考慮することで，沿岸および背後地

のどちらかに水位分布が偏ることがなくなっている．  

また，図  4.14 に計算水位と痕跡水位の比較した結果を示す．こちらも従来

手法による再現計算結果をあわせて示す．建物を考慮した計算結果は，最大津

波水位と比較して同様の傾向となっており，ケース 2 と 3 の中間的な結果と

なっている．ただし，ケース 2 よりも沿岸では過少評価となっており，再現

性の向上には建物倒壊の条件や災害がれきの影響等を考慮する必要があると

考えられる．  
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(a) ケース１（粗度モデル）  

倒壊なし  

 

(b) ケース２：震災前の地形  

倒壊なし  

 

 

(c) ケース３：震災後の地形  

倒壊なし  

 

(d) ケース４ -c：震災前の地形  

倒壊有り  

図 4.13 各ケースの最大津波水位の比較 
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(a) 従来手法  

 

(b) 震災前の地形，倒壊なし  

 

(c) 震災後の地形，倒壊なし  

 

(d)震災前の地形，倒壊あり（本解析結果）  

図  4.14 痕跡水位と計算水位の比較   
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4.4. 本章のまとめ  

本章では，波力に基づく建物の倒壊・流失を考慮した場合の津波シミュレー

ションモデルを構築し，再現性について検討した．その結果，従来の手法の地

形と震災前後の建物を考慮した地形で計算した結果，正確な浸水予測には建物

の形状や高さを考慮した場合に加え，建物の倒壊を考慮することで一定の再現

性が確認された．また，波力に基づく建物の倒壊・流失を考慮した計算（ケー

ス 4-a ～f）を実施した結果，実績の建物倒壊状況を概ね再現可能であること

を確認した．さらに，東北津波時の気仙沼市における木造建物の倒壊・流失条

件として 82kN/m 前後と推定した．  

以上の結果より，建物倒壊を考慮した津波解析は一定の再現性を有している

と考えられる． ただし，沿岸部においては，震災前の地形条件で実施したケー

ス２よりも再現性が低下しており，建物倒壊の条件や災害がれき等の影響を考

慮する必要があると考えられる． 
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第5章 災害がれき移動被害予測モデルの検討  

本章では災害がれきの移動予測モデルの構築について示す．流水中のがれき

には様々な力が働く．図 5.1 にその概念図を示すが，津波による流体力や浮

力，底面からの摩擦力，斜面中であれば斜面方向の重力，物体同士の斥力など

が考えられる．これらの力を適切にモデル化することが重要である．  

 

 

図 5.1 流水中の物体に働く力の概念 

 

また，災害がれきの移動形態には，水とがれきの密度の関係により，漂流移

動や底面移動（滑動・転動・跳動）が考えられる．これらの移動形態を包括的

に取り扱えるようにモデル化を行った．また，災害がれきを取り扱う上で必要

な現象を踏まえた実験との比較や，数値実験を実施した，以下ではその詳細に

ついて示す．  

 

5.1. 災害がれき被害予測モデルの構築  

5.1.1. 基礎方程式  

本研究で構築したがれきの移動予測モデルの概要を示す．がれきの挙動予測

モデルの運動方程式を示す．  

 

 

ρ
deb

Vdeb

dudeb

dt
=ρVdeb

duf

dt
+ρ(CM-1)Vdeb (

duf

dt
-
dudeb

dt
) 

+
1

2
ρCDAdeb(uf-udeb)|uf-udeb| - fdebb

-fdebg
-fdebk

 
(5.1) 

 

斥力

底面摩擦力

流体力

浮力

斜面方向重力

がれき

重力
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ここでudev，ufはがれきの速度，水の流速，ρ
deb

，ρは，がれきの見かけの密度，

水の密度，Vdebは没水部分のがれきの体積，Adebは流水方向に対する没水部分

のがれきの投影面積 CM,CD は付加質量係数および抗力係数を示す．また  

 fdebb
 ，fdebg

，fdebk
 はがれきが受ける底面摩擦，重力成分，がれき同士の斥力

である．底面摩擦力と重力成分は以下の式 (5.2)，(5.3)となる．  

 f
debb

=μ
deb

(ρ
deb-ρ)Vdebg cos 𝜃𝑏

udeb

|udeb|
 

(5.2) 

 fdebg
=(ρdeb-ρ)Vdebg sin θ𝑏 

(5.3) 

ここで，μdeb はがれきに作用する摩擦係数，g は重力加速度，𝜃𝑏 は地形勾配

を示す．  

抗力係数と付加質量係数は，大窪ら（2004） 11)の既往成果を参考にし，以

下の通り設定した．  

 log CD = {

0.25-1.6 log Fr                               for  hinun H⁄ <1.2          

0.55-025 hinun H⁄ -1.6 log Fr        for 1.2< hinun H⁄ <2.0

0.05-1.6 log Fr                              for  2.0< hinun H⁄             

 
(5.4) 

 CM=1.15+1.15 tanhinun{(-2.0+2.5 hinun H⁄ )π} 
(5.5) 

また，がれき同士の斥力については，ばねモデルを適用しがれきの辺の長さと

がれき間の重心の差分にバネ定数を乗じた力を斥力とし，すべてのがれきの斥

力の和を fdebk
とした．モデルの概念図を図 5.2 に示す．  

 

図 5.2 斥力の算定概念図   

y

x
がれき0

がれき2

がれき1

がれき2から受ける斥力

がれき1から受ける斥力

がれき0がうける斥力の和fk
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5.1.2. 数値計算法  

がれきの拡散によるずれは，拡散係数𝜅0 を満足する散らばりとなるように

(0,1)間の一様乱数ξ用いて定める．もし，時刻 t = 0に座標X0に存在していたが

れきが座標Xに移動したものとすると式 (5.6)のように計算できる．  

 

Xdeb = Xdeb0+ ∫ udebdt
t

0

+ ∑ √24𝑘0∆t (ξk-
1

2
)

n

k=0

 
(5.6) 

 

ここでXdeb, Xdeb0 t=n∆tである．計算は運動方程式とがれきの座標算定式を差分

化して行う．式 (5.1)，(5.6)の差分式は，kを時間ステップ，jをがれきにつけた

番号とすると  

 

udeb,j
k+1 =

1

1+μ
[(1-μ)udeb,j

k-1 +2∆tα (
du

dt
)

j

k

+2μuj
k+γ] 

(5.7) 

Xj
k+1 = Xj

k+∆tudeb,j
k +√24κ∆t (ξj

k
-
1

2
) 

(5.8) 

 

ここで ,μ ,α ,β ,γはそれぞれ , 

μ =β∆tCD
Adeb

Vdeb

|udeb-uf| , α=
CM

ρdeb
ρ⁄ +CM-1

 ，  β=
1

2(
ρdeb

ρ⁄ +CM-1)
, γ=-4βΔt

fdebb+fdebg+fdebk

ρ𝑉𝑑𝑒𝑏
 

である .  
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5.1.3. 地形勾配・摩擦係数の扱い  

（1） 地形勾配  

災害がれきの運動方程式（式 5.1～式 5.3）における底面摩擦と重力成分の地

形勾配 θb は，がれき位置座標とメッシュの水深・標高値より算定した．   

図 5.3 に算定の概念図を示す．x 方向の勾配を求める際には，x 方向の計算

格子のうち近傍の２メッシュの値から算定した．がれき位置（黒星印）が i メッ

シュに含まれている場合，がれき位置が i-1 寄りであれば i と i+1 のメッシュ

より算定し，i+1 よりであれば i と i+1 のメッシュで算定を行っている．また y

方向についても同様に近傍の２メッシュの標高・水深値から地形の勾配を算定

している．  

 

 

図 5.3 勾配算出の概要 

  

j+1

j

j-1

i-1 i+1i

計算格子と重心
がれき位置
x方向の地形勾配算定に
用いる計算格子
y方向の地形勾配算定に
用いる計算格子
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（2） 静止・動摩擦係数  

通常流水中の物体は，図  5.4 に示すとおり流れが大きくなるに従って，底

面を滑る様に移動する滑動から回転しながら移動する転動，転動から水中を跳

ねるように移動する跳動というように移動形態が変化する．静止時は静止摩擦

係数を，滑動時は動摩擦係数を与える．地面との接地時間が短くなる転動や跳

動については，流速の関数で表現する方法が考えられる．   

本モデルでは，式(5.2)の底面摩擦項の摩擦係数 μdeb は，流況に応じて変化す

る滑動，転動，跳動等の移動形態を表現するために，流速の関数となる次式  

(5.10)で示される．同式は菅原ら 42)の研究報告に基づき設定した．  

 μ
deb

=μ
dyn

2.2

β
0

2
+2.2

 

(5.9) 

 
β

0

2
=

udeb
2

(1- ρ ρ
deb

⁄ )gH
 

(5.10) 

 

ここで，μ
dyn
は動摩擦係数，Hはがれきの代表スケール (本研究ではがれきの高

さとしている )を示す．   

 

 

遅い流れ

速い流れ

さらに速い流れ

滑動移動

転動移動

跳動移動
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図  5.4 流速と移動形態の概念図  

 

5.2. 災害がれきの諸元の取り扱い方法  

水中における物体は浮力の関係で，水の密度よりも小さいさく喫水深よりも

水位があれば浮き，さらに流水中ともなれば，漂流する．一方，水の密度より

も大きな密度を持った物体ならば，浮くことは無いが，流体力が上昇すれば，

底面摩擦や重力成分との大小関係により，浮かずとも底面移動（滑動・転動・

跳動）する可能性がある．  

本研究で取り扱う災害がれきは，車両・船舶，金属，コンクリートくず，木

材など多種多様なものに適用可能とすることを想定している．これらの移動形

態は先述した通り，水とがれきの密度の関係，浸水深と喫水深の関係，流体力

と抵抗力（底面摩擦力と重力成分との関係により様々な移動形態を考慮する必

要がる．図  5.5 にこれらの関係と移動形態のフローを示したものを，表  5.1

に各移動形態に至るパターン毎の状態図と条件を示す．  

 

 

図  5.5 がれき諸量・水理諸量の関係における移動形態  

条件１：がれき
の浸水パターン

移動形態の判定開始

移動なし

浸水していない(パターン0)

浸水している

条件２：がれき
の密度

水より小さい

水より大きい

条件4：津波流

体力とがれきの
抗力※1

条件３：喫水深と
浸水深の関係

漂流移動

浸水深が大きい(パターン1)

※1：抵抗力はがれきの底面摩擦，重力成分など

抗力が大きい(パターン3,5)

底面（滑動・転動・跳動）移動

浸水深が小さい

流体力が大きい
(パターン2，4)
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表  5.1 がれき諸量・水理諸量の状態別における移動形態の模式図  

パターン  状態図  
条件１  

（浸水有無）  

条件 2 

（水の密度とがれ

きの密度）  

条件 3 

（喫水深と浸水深） 

条件 4 

（流体力と抗力）  
移動形態  

0 

 

浸水なし - - - 移動なし 

1 

 

浸水あり 水の密度＞がれ

きの密度 

浸水深＞喫水深 漂流中の摩擦等

の抗力なし 

漂流移動 

2 

 

喫水深＞浸水深 

※浸水深に応じ

て浮力が作用 

津波流体力＞摩

擦力,重力 

底面移動 

3 
摩擦力 ,重力＞

津波流体力 

移動なし 

4 

 

がれきの密度＞

水の密度 

喫水深なし 

※浸水深に応じ

て浮力が作用 

津波流体力＞摩

擦力,重力 

底面移動 

5 
摩擦力 ,重力＞

津波流体力 

移動なし 

 

津波
がれき

津波

がれき
喫水深

がれき
喫水深

流
体
力

摩擦等の抵抗力

がれき

摩擦等の抵抗力

流
体
力
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従来の漂流計算および津波石移動計算などの移動予測計算では，面積・体

積・密度は没水状態あるいは完全水没状態の仮定に基づき一定値として取り扱

われる．例えば漂流移動計算では，あらかじめ漂流物の喫水深を算定しておき，

没水部分における面積や体積から流体力の計算を行っている 8), 10)．また，底

面移動のみを扱った津波石移動モデルでは物体が完全水没した状態を仮定し

流体力の計算を行っている 11)．ただし，津波の非定常な現象を完全に取扱っ

ているわけではない．先に示した通り水理条件や災害がれきの密度等の条件に

よっては様々な移動形態を示す．例えば，災害がれきの密度が水の密度より小

さい場合かつ浸水深が喫水深より小さい場合において，底面摩擦や重力が流体

力を上回れば移動しない (図 5.5，表 5.2 のパターン 3 の状態)ことが考えられ

る．浸水深が増大すれば浮力が大きくなり，底面摩擦や重力の影響が次第に小

さくなり底面移動が生じると考えられる（図 5.5，表 5.2のパターン 2の状態）．

さらに浸水深が増大し，喫水深を上回れば，がれきは浮き上がり漂流移動とな

る（図 5.5，表 5.2 のパターン 1 の状態）．  

本研究では，この様な災害がれきの複数の移動形態の包括的な取り扱いや，

移動形態の連続的な遷移を取り扱うため，がれきの面積・体積は浸水深や喫水

深に応じて作用高さとした．また，面積・体積を浸水深に応じて変動させるに

ともない見かけの密度を導入した．見かけの密度は次式 (5.11)で算定を行って

いる．  

ρ
deb

=ρ
org

   (H/Ht) 
(5.11) 

 

ここで，ρorgは元のがれきの密度，H はがれきの高さ，Ht はがれきに作用す

る浸水深あるいは喫水深を示す．  

表 5.2 は実際の移動状態と計算上の取り扱いの一例を示したものである．図

中の左側が実際の現象における移動状態を示しており，右側が計算における各

移動状態におけるがれき諸元の取り扱いの概要を示している．水よりも密度が

小さく，浸水深が喫水深以上の場合（パターン 1）は，がれきの津波作用高さ

は喫水深となり，計算上の面積・体積は没水部分となる．この場合がれきの密
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度は水の密度として取り扱う（ρdeb=ρ）．また，がれきの密度が水の密度より

小さいかつ浸水深が喫水深に達していない場合 (パターン 2)は，計算上のがれ

きの面積・体積は没水部分に応じた値とする．さらに，がれき密度が水の密度

より大きな場合 (パターン 4)では，元のがれきの高さを上限値に非水没・完全

水没状態における津波作用高さに応じた面積・体積を計算上で取り扱う．前述

した２つの底面移動形態（パターン 2,4）では，底面摩擦力や重力成分の影響

を考慮するが，底面摩擦力や重力成分の式  (5.2), (5.3) は水と見かけの密度と

の相対値で算定している．すなわち，浸水深が増大すれば式(5.11)によりがれ

きの見かけの密度が小さくなり底面摩擦力の影響は小さくなる．これは物理的

には浮力を考慮していることを示している．さららがれきの密度が水の密度よ

り小さいかつ浸水深が喫水深に達していない場合 (パターン 2)の場合，浸水深

が増大し喫水深以上となると式 (5.2),式(5.3)は 0 となり底面摩擦力や重力成分

の影響はゼロとなり，漂流移動状態を表現できる．このようにがれきの諸元で

ある面積や体積を変動として取り扱う事で，底面移動形態（喫水深未満の浸水

深の場合）から漂流移動形態（喫水深以上の浸水深の場合）を連続的に取り扱

うことを可能としている．また，同モデルでは，がれきの影響を流れの抵抗と

しての相互干渉を考慮して質量力および抗力を流体の運動方程式 (3.2),(3.3)に

付加している．  

 

𝑭𝑑=  [Vdeb

duf

dt
+(CM-1)Vdeb (

duf

dt
-
dudeb

dt
) +

1

2
CDAdeb(uf-udeb)|uf-udeb|] dxdy⁄  

(5.12) 

ここで，Fdは流体に作用するがれきの抵抗力を示す．   
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表  5.2 実現象と計算上の災害がれきの諸元の扱い  

パターン  実現象  計算上  

1 

(漂流移動) 

  

2 

（底面移動・

非水没） 

  

4 

(底面移動・完

全水没) 

  

 

  

津波

がれき
喫水深

H：がれきの高さ

津波

がれき
Ht：計算上の
がれき高さ
=喫水深

がれき
喫水深

流
体
力

摩擦等の抵抗力

H：がれきの高さ
がれき

喫水深

流
体
力

摩擦等の抵抗力

Ht：計算上の
がれき高さ

がれき

摩擦等の抵抗力

流
体
力

H：がれきの高さ

摩擦等の抵抗力

流
体
力

がれき

Ht：計算上の
がれき高さ
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5.3. 水路実験に基づいたがれき移動予測モデルの検証  

5.3.1. 底面移動を対象としたがれき移動実験に基づく検証  

（1） 実験概要と計算条件  

数値モデル検証には，大窪ら (2004)12)が実施した底面移動を対象とした

津波石移動実験と比較した．大窪らの提案モデルでも十分な再現性を有し

ていたが，本モデルとはがれきの諸元の取り扱いが異なるため，本提案モ

デルでも同様以上の再現性を有しているか検証の位置づけで検討した．  

図  5.6 に既往実験の概要を示す．実験は，長さ 9.1m 幅 1m の水槽にゲー

トで仕切ったタンクに水を貯め，ゲート開閉によって段波を発生させ，ス

ロープ手前に設置した津波石にみたてたブロックの押し波・引き波による

最大移動位置，最終移動位置を整理している．  

タンク内の初期水深は 15，20，25，30cm の複数条件で実施しており，

実験は 5 回実施しており，それぞれの位置の平均とばらつきを整理してい

る．なお，本研究で比較対象としたブロックは一辺の長さが 3.2cm の立方

体であり密度は 1.55g/cm3 である．  

  

 

図  5.6 実験概要  
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数値解析の条件については表 5.3 に示す通りである．計算格子幅は 2cm と

し，総計算格子数は 25000 メッシュとなる．造波条件と地形条件は既往実験

に用いられた条件に従い設定した．図  5.7 は作成した水路地形条件の一例で

ある．また，  実施ケースについては，本モデルで提案しているがれきの諸元

を変動とした場合と従来モデル（がれきの諸元を一定とする）の場合の２通り

を実施し，それぞれ実験値と比較検討した．  

 

表 5.3 計算条件の一覧  

計算条件  項目  

地形条件  水路条件を再現  

計算格子間隔  2cm 

計算メッシュ数  
x 方向：500 

y 方向：50 

計算時間  15s 

計算時間間隔  0.0025s 

造波条件  
水槽内初期水位を設定  

（15，20，25，30cm）  

ブロック諸元  一辺が 3.2cm の立方体，密度は 1.55g/cm3 

静止・動摩擦係数  それぞれ 0.8，0.6 

実施モデル  
従来モデル（面積・体積・密度を固定）  

本モデル（面積・体積・密度を浸水深に応じて変動） 

 

 

図  5.7 作成した実験水路の地形条件の一例   

Initial position of block
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（2） 既往実験と計算結果の比較  

図  5.8 に本解析より得られた，ブロック移動解析のプロセスを示す．ケー

スはブロックの面積・体積・密度を変化させた場合の，最も計算と実験の結果

と良好に一致した初期水深 15cm ものである．初期水深 15cm の場合であるが，

段波は初期水深ゲート解放後 2 秒でブロックの位置に到達し，押し波によっ

て流される．また 5 秒ほどで最大到達位置に到達する．さらに，引波が生じ

ると若干ではあるもの沖側に移動し，7 秒で最終移動位置に漂着することが確

認された．  

 

 

 

 

 

 

 

図  5.8 ブロックの移動プロセスの一例（タンク内初期水深 15cm）  
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次に図  5.9～図  5.10に初期水深毎の最大移動位置，最終移動位置について比

較を行ったものを示す．本結果より，押し波によって生じる最大移動位置につ

いては，良好に再現できていることを確認した．特に実験のばらつきが小さい

初期水深15cm～25cmでは，数値計算の結果は，ばらつきの範囲内に収まって

いる．しかしながら，実験のばらつきが大きい，30cmのケースでは数値計算の

結果がやや過少評価となった．一方，引き波による最終移動位置については，

いずれの初期水深のケースでも実験のバラツキの範囲の傾向を再現しているが、

実験では初期水深に比例して増加傾向にあるが，計算では初期水深が大きくな

るケースほど，実験と比べて汀線側に近い位置で停止し過大評価となる．  図 

5.11に段波条件30cmのケースにおけるブロックから上流側100cm地点の計算

流速の経時変化を示す .また，既往実験の流速の経時変化の図も合わせて示す．

これらの比較結果より計算流速は押し波時では最大150cm/sを良好に再現して

いるものの，引波時では，実験で最大 -50cm/s程度であるのに対して計算では，

-80cｍとなっている．また，引き波の時間も実験と比べて計算の方が長いこと

がわかる．この結果から，流体解析モデルにおいて，引き波を過大評価するこ

と，初期水深が大きなケースほど，引き波の流速や作用時間が長くなることが

考えられる．その為ブロックの最終移動位置について段波条件が大きいケース

ほど過大評価の影響が大きくなっているものと考えられる．この点については，

流体解析の精度を向上させることでブロックの移動予測精度を向上させること

ができると考えられる．  

また，従来モデルと変動モデル（本モデル）を比較した場合，最大移動位置

や最終移動位置の結果に大きな違いが生じないことを確認した．このことから，

本モデルは，ブロックの諸元を変動として扱っても，底面移動に関して適切に

評価可能であることが確認された． ただし，本実験は底面移動を対象とした実

験であるため，漂流・底面移動を包括的に扱えることを示したわけではない．

この点については，次節の数値実験でモデルの性能を明らかにする．  
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図  5.9 初期水深ごとのブロックの最大移動位置の比較  

 

 

図  5.10 初期水深ごとのブロックの最終移動位置の比較   
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図 5.11 初期水深 30cm における流速の比較（上：本研究,下：既往検討 12)）  
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5.3.2. 漂流移動および底面移動に関する数値実験  

（1） 数値解析の概要と数値実験条件  

本研究で構築したがれき移動モデルは，大窪ら (2004)12)の底面移動を対象と

した実験との比較検証を行い，底面移動に関して良好な結果を得た．しかしな

がら，がれきの複数の移動を考慮するためには，底面移動および漂流移動を包

括的かつ連続的に取り扱う必要がある．  

そこで本節では，先ほどの数値解析と大窪ら実験の比較を行った場合の数値

解析条件をベースに数値実験を行った．基本的に水路条件，造波条件などは既

往実験との比較時の数値解析条件とし，ブロックの密度を変化させて最大移動

位置について検証した．  

 

表 5.4 計算条件一覧（数値実験）  

計算条件  項目  

地形条件  水路条件を再現  

計算格子間隔  2cm 

計算メッシュ数  
x 方向：500 

y 方向：50 

計算時間  15s 

造波条件  
水槽内初期水位を設定  

（15，20，25，30cm）  

ブロック諸元  
一辺の長さが 3.2cm の立方体，密度 0.3～4.2g/cm3

の間から 0.2 刻みで設定（木材から金属までを想定） 

静止・動摩擦係数  それぞれ 0.8，0.6 

実施モデル  本モデル（面積・体積・密度を水深に応じて変動）  
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（2） 数値実験の検証結果  

図  5.12 に密度 0.3g/cm3（赤丸），1.2g/cm3（緑丸），2.4g/cm3（白丸）

の移動について比較を行ったものを示す．段波条件は初期水深 15cm の

ケースとなる．同様の段波条件であるためゲート開放後の段波の遡上挙動

は同じである．  

ブロックの挙動については，いずれの密度の場合についても，段波到達

と同時に動き出す．しかし，密度が最も大きい 2.4g/cm3（白丸）はすぐ移

動が終わる．これは，流体力より底面摩擦力が上回っているためである．

次に，密度 0.3g/cm3（赤丸），1.2g/cm3（緑丸）についても，段波が到達

してから動き出すが，1.2g/cm3（緑丸）の方は 4 秒後には水路内に漂着し，

引波によっても移動は生じなかった．一方．密度 0.3g/cm3（赤丸）につい

ては，喫水深が小さいことや底面摩擦力も小さいことも関係し，引波によっ

て戻されていく様子が確認された．  

これらの結果から，本モデルが密度の違いによる挙動の違いについて妥

当性を確認した．  
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図  5.12 密度の違いによるブロックの移動プロセスの一例（タンク内初

期水深 15cm，赤丸：密度 0.3g/cm3，緑丸：1.2g/cm3，白丸：2.4g/cm3） 
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次に，図 5.13 は初期水深毎の各ブロックの密度と最大移動距離の関係を示

したものである．本検討ではブロックの密度が 1.0g/cm3 未満かつ喫水深未満

の場合は底面からの摩擦を考慮した底面移動形態をとり，喫水深以上となると

漂流移動となる．このことから密度が小さいほど摩擦の影響が小さく，底面移

動から滑動移動への遷移が早くなり最大遡上位置は大きくなると考えられる．

数値実験の結果では，一部のケースにおいて若干比例関係となっていないケー

スもあるが全体の傾向としては比例関係となっていることが確認された．また，

ブロックの密度が 1.0g/cm3 以上の場合は，底面移動のみとなるが密度が大き

いほど摩擦が大きくなり，移動量が小さくなると考えられる．数値実験結果に

おいても当然ながら密度と移動量は比例関係となっている．また，これらの移

動形態の境である密度 1.0g/cm3 で移動量が滑らかに接続することは本モデル

が漂流・底面移動形態を包括的かつ連続的に取り扱えるということを示唆して

いる．  

以上の数値実験の検討から，本モデルが，移動に関する基本的な性能を有し

つつ，複数の移動形態を包括的かつ連続的に取り扱えることを確認した．  

 

 

図 5.13 各段波条件およびブロック密度の違いによる移動量   
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5.3.3. 複数のがれき群を対象とした移動に関する実験に基づく検証  

これまでの実験との比較検証および数値実験は個々の移動実験に着目して

モデルの再現性や妥当性について確認を行った．本節では複数の漂流物群に対

する挙動の確認を行う目的で実施した．検討内容と結果の詳細を次節に示す． 

（1） 実験概要と数値解析条件  

本実験は田島ら（2016） 10)が実施した，漂流物群と氾濫流の相互作用につ

いて検証を行ったものである．  

実験概要は，水槽は幅 60cm，水槽左端から 10m の位置に開閉ゲートを設

置し，ゲート急開によって段波を発生させる．ゲートからの距離を起点とする

と x=4m から斜面を設置し，斜面の勾配は x=6.3 で 10cm, x=9m で 19cm, 

x=12m で 29cm となっており一様勾配ではない．ゲート右側には h2=10cm の

初期水深を設定し，汀線付近から立方体の木片 850 個をランダムに配置して

いる．図  5.14 に実験水路の概要図を示す．  

 

 

図  5.14 断面 2 次元水槽における実験の概要  
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実験ケースについては，ゲート左端の水槽内で貯水した h1 の高さや，木片

の有無，底面粗度の大きさなどについて変化を加えた複数のケースを実施して

いる．本解析モデルの検証の対象とした実験ケースを表 5.5 に示す．ケース

1-1 は木片群がない場合，ケース 1-2 は木片群がありのケースとなる．   

 

表 5.5 実験ケース一覧（一部抜粋）  

case h1(cm) h2(cm) 木片 850 個  

1-1 

20 10 

なし  

1-2 6.3m<x<7.1m 

 

 

数値解析の条件は表 5.6 に示す通りである．計算格子幅は 2cm とし，総計

算格子数は 33000 メッシュとなる．木材の斥力となるバネ定数は次節に示す

感度分析と既往文献を参考に 0.2kN と設定した．造波条件と地形条件は既往

実験に用いられた条件に従い設定した．木片の条件は，大きさと密度は実験と

同様に設定し，設置箇所は  6.3m<x<7.1m の範囲に 850 個の木片をランダム

に設置した．  
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表 5.6 計算条件の一覧  

計算条件  項目  

地形条件  水路条件を再現  

計算格子間隔  2cm 

計算メッシュ数  x 方向：1100，y 方向：30 

計算時間  30s 

時間刻み幅  0.001s 

造波条件  水槽内初期水位 20cm を設定  

木片諸元  1 片が 1.8cm，密度は 0.6g/cm3 

静止・動摩擦係数  それぞれ 0.8，0.6 

ばね定数  0.2 kN/m 

木片設置条件  6.3m<x<7.1m に 850 個ランダムに配置  

 

 

図  5.15 数値解析における水路条件の一例  
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（2） 実験と計算結果の比較  

図 5.18 は本解析結果より得られた段波の遡上状況と木片群の移動の状況

を示したものである（段波が木材に到達した時点を 0 秒とする）．これらの結

果から，段波が木片に到達後 6 秒程度で木片群を先端まで輸送している様子

が確認できる．実験では粘性による水路壁面付近の影響により遡上先端部では

木材群が丸みを帯びていることが確認されているが，計算では壁面からの影響

を無視しているため再現できていない．この点に関しては今後改善していく必

要があると考えられる．また，木材群が遡上先端まで運ばれた後については，

先端からまばらに下流側へと移動している様子が確認された．この挙動は，図  

5.17 に示す既往実験の木片群の移動の状況を再現しており，定性的ではある

ものの木片群に対する挙動に本モデルの妥当性が確認された．  
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図  5.16 本解析結果より得られた木材群の漂流軌跡（0-14 秒）   
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図  5.17 既往実験における木片の移動状況 (田島ら，2016)10) 

 

次に，木片群がある場合とない場合における水位の比較を行った．図  5.18

は case1-1（木片群なし），case1-2（木片群あり）の水位について比較を行っ

たものである．既往の実験結果は，x=6.2m 地点における水位は木片群がある

ケースでは水位が上昇していること，x=8.2m 地点では津波先端の到達が遅れ

ていることが特徴的である．一方本解析結果は，x=6.2m 地点では木片群を考

慮しているケースでは木片群なしのケースと比べて，水位が上昇し，全体の波

形も実験と良好に一致している．ただし，実験の先端部分の乱れに近い波形は

再現できていない．実験では木片への衝突によって水位が乱れていると考えら

れる．また，x=8.2m 地点では，木片群有りのケースでは段波の到達時間が実

験と一致しており，木片群の抵抗を適切に評価していると考えられる．また，

波形についても，概ね良好に一致している．  

以上の結果から，本解析モデルが木片群を対象とした検証においても良好に

再現可能であることを示した．  
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(a) x=6.2m 地点の浸水深の比較  

 

(b) x=8.2m 地点の浸水深の比較  

図  5.18 実験と計算の水位変化の比較  
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（3） バネ定数の感度分析  

斥力モデルの影響を確認するため，バネ定数に関する感度分析を行った．数

値条件は表 5.5（木材群ありのケース１），表 5.6 と同様に実施した．なお，

バネ定数が 0.0（斥力なし）のケースも実施するため，木材群と流体の相互作

用は考慮しないものとした．これは，後の計算結果でも示すが，木材群の相互

干渉がないため木材群が遡上先端に集中し，流体に作用する質量力が大きくな

り計算が不安定になってしまうからである．  

 

表 5.7 計算条件の一覧  

Case バネ定数(kN) 備考  

k-00 0.0 斥力なし  

k-02 0.2 - 

k-04 0.4 - 

k-08 0.8 - 

k-10 1.0 - 

k-15 1.5 - 

k-20 2.0 - 

 

図 5.19 から図 5.21 にバネ定数に関するケーススタディの結果を示す．図

は段波が木材群に到達した時間から 2 秒間隔の水位変化・木材群の移動状況

を示したものである．ただし，木材群と流体の相互干渉は考慮していないため，

再現計算とはやや異なる結果となる事に留意されたい．本解析結果から，バネ

定数が 0.0kN（斥力なし）の場合，木材群の相互干渉がないため，高密度に

密集しながら上流へ運ばれいてくことが確認された．また，0.0～0.8 のケー

スについては，バネ定数の値に比例して木材群が密に集積していることがわか

る．バネ定数が大きくなるほど斥力は大きくなるため，遡上した段階での集積

状況は異なってくる．しかしながら，バネ定数 1.0kN を超えると木材群の密

集はほとんど変わらなくなる．以上の結果から，バネ定数が異なる場合，遡上
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先端に到達時の木材の集積状況が異なることが考えられる．ただし，今回の

ケースでは 1.0kN を境に遡上先端での集積状況に変化があったが，段波条件

が異なれば，その境界は異なってくる場合があると考えられる．   
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(a) 段波到達直前 

 
(b) 段波到達 2 秒後 

 
(c) 段波到達 4 秒後 

図 5.19 バネ定数の違いによる木材群の移動状況（段波到達直前から 4 秒後） 
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(a) 段波到達 6 秒 

 
(b) 段波到達 8 秒 

 
(c) 段波到達 10 秒 

図 5.20 バネ定数の違いによる木材群の移動状況（段波到達 4秒から 10秒後） 
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(a) 段波到達 12 秒 

 
(b) 段波到達 14 秒 

図 5.21 バネ定数の違いによる木材群の移動状況（段波到達 10秒から 14秒後） 
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5.4. 本章のまとめ  

本章では，災害がれきの移動に関する基本的な移動現象について整理を行

い，災害がれきの移動予測モデルを構築した．また構築したモデルを用いて，

大窪らの底面移動を対象とした移動実験との比較を行い，従来の移動予測モ

デルとの再現性に大きな違いは生じないことを確認した．次に数値実験を行

い，本モデルが密度や流況の違いから生じる漂流，底面移動等の複数の移動

形態を包括的に取り扱えることを確認した．最後に，田島らが実施した既往

実験との比較を行い，がれき群と流体の相互作用について十分な再現性を有

していることを確認した．  

以上の結果より，本研究で構築した災害がれきの移動予測モデルは，移動

に関する基本的な性能を有しつつ，漂流および底面移動などの複数の移動形

態を包括的かつ連続的に取り扱えることを確認した．また，漂流物群におい

ても流体との相互作用についても良好な再現性を確認した．次章では，構築

した災害がれき移動予測モデルを実地に適用する．  
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第6章 災害がれき移動予測モデルの実地への適用に関する検討  

本章では，５章で構築・検証した災害がれき予測モデルを東北地方太平洋沖

地震津波で甚大な被害が発生した気仙沼市鹿折地区へ適用した．適用にあたっ

ては対象とするがれきの選定およびがれきの諸元等を整理した．また災害がれ

きの移動・集積の再現計算を実施し再現性の確認を行った．また，災害がれき

の集積状況が異なる陸前高田市への適用を行いその再現性について確認した． 

 

6.1. 災害がれきの取り扱い 

6.1.1. 対象とする災害がれきの選定  

東北地方太平洋沖地震津波多くの災害がれきが発生した．気仙沼市でも同様

に車両，船舶，コンテナなどの漂流物に加え，可燃物，不燃物，金属，木材コ

ンクリートがら，アスファルトがらや津波堆積物など多種多様であった（図  

6.1 参照）．  

 

 

図  6.1 気仙沼市における災害がれきの発生状況 (宮城県，2011)22) 

 

本研究では，比較的重量があり衝突すれば建物やインフラに損傷を与える，

あるいは，氾濫流の相互作用に無視できないものを対象とすることとした．特

に前者の場合は，大型から小型船舶と車両を，また，後者の方は建物倒壊など
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によって発生した混合ゴミを対象とした．  

車両や船舶は比較的その形状を維持して漂流移動するが，混合ゴミの場合は

種々の材が混合された状態となっており，これらの形状や密度を個々に扱うこ

とは困難である．そこで本研究では，混合ゴミを一つの塊として取り扱い，代

表寸法，代表密度を与えることで計算上取扱った．  

 

6.1.2. 災害がれきの諸元の設定  

災害がれきの移動予測モデルには，対象物の面積・体積・密度および喫水深

が必要となる．車両・船舶における面積・体積等については，野島ら(2014)44)

を参考に諸元の整理を行った．この方法は，対象物の諸元表より多角柱を近似

し体積と面積を求める方法である．密度については，総重量を体積で除して求

めた．喫水深については、浮力=重力となる水深を求めた．なお，車両につい

ては代表的な車として一車種 45)設定した．  

 

 

図  6.2 モデルパラメータの算定の概念図 (野島ら，2013)44) 

 

次に混合ゴミについては，代表寸法として 0.5m とした．また，混合ゴミの密

度については，国立環境研究所（2011）46)の既往成果から整理した．図  6.3 は

国立環境研究所が公表した災害廃棄物の発生原単位である．がれき，混合ごみ
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（木造家屋系），木くずで取りまとめられている．本研究で対象とする建物倒壊

に伴う災害がれきは，主に木造家屋の倒壊により発生するものであることから，

公表値の混合ごみ（木造家屋系）のかさ比重を用いることとした．災害がれき

の通常時，水害時，仮置き時および搬出・処分時の嵩比重の平均 0.75t/m3 とし

た．  

 

 

図  6.3 災害がれきのかさ比重 (国立環境研究所 ,2011)46)  
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6.2. 災害がれきを考慮した津波浸水シミュレーションの実施  

6.2.1. 解析条件  

津波浸水シミュレーションにおける計算条件は，表 6.1 に示す通りとなっ

ている．基本的には，再現計算と同様となっているが，建物と災害がれきの相

互作用の影響を確認するため，従来の津波計算手法（粗度）による場合と，建

物の倒壊を考慮した手法（4 章の提案モデル）で実施した場合の 2 ケースを実

施した（表 6.2 参照）．  

表 6.1 計算条件一覧 

#  項目  条件  

計算手法   基礎式   非線形長波理論式   

差分スキーム   【空間差分】スタッガード格子法   

【時間差分】リープ・フロッグ法   

越流公式   本間公式   

計算条件   計算領域   3 章で実施した再現計算と同様  

計算格子間隔   1350m→450m→150m→50m→10m→2m  

計算領域数   Domain 1（1350m メッシュ）   

Domain 2（450m メッシュ）   

Domain 3（150m メッシュ）   

Domain 4（50m メッシュ）   

Domain 5（10m メッシュ）   

Domain 6（2m メッシュ）  

波源（断層）モデル   藤井・佐竹モデル ver.8.0  

初期潮位   T.P.0.5m（第一波到達時刻の天文潮位）   

粗度係数   市街地：0.025 

その他の土地利用形態：0.025～0.04  

陸域境界   Domain 1～4 は完全反射   

Domain 5～6 は遡上境界   

計算間隔   dt = 0.05s(CFL 条件は満足する )  

 

表 6.2 計算ケース 

計算ケース 条件  

ケース 1 建物の影響を粗度で設定  

ケース２   建物の影響を地形，倒壊あり  
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災害がれきの移動予測モデルにおけるがれきの初期位置については航空写

真の判読により設定した．図  6.4 に設定した災害がれきの初期配置を示す．

車両・船舶については，撮影時期の航空写真の判読から得られたものとなるた

め震災時の配置とは異なる可能性がある．しかし，個々の漂流物を局所的な検

討ではなく，市街地全体における氾濫流との相互作用の影響を確認する．すな

わちマクロスケールでの影響を確認するには十分検討する意義があると考え

られる．  

 

 

図  6.4 計算における災害がれきの初期位置  
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6.2.2. 再現計算結果  

（1） 災害がれきの集積の再現計算結果  

本解析結果より得られた災害がれき移動予測計算より，災害がれきの最終集

積箇所について検証を行った．図  6.5 はケース２（建物倒壊モデル）におけ

る車両・船舶の最終集積箇所を示したものである．図中には実績の集積箇所も

あわせて示している．本結果から，船舶については，鹿折南地区や，川沿い（図

中の黄色枠）に集積しており，実績の傾向を再現している．一方，車両につい

ては，市街地全体に集積しており，浸水域の先端に集積する実績とは異なる傾

向を示した．船舶においては，漁港や港に停泊・係留されているのが通常であ

り，実際に津波が来襲した時の状況と大きく異ならないことに対して，車両に

ついては，避難行動に用いられたため計算の初期条件と大きく異ることが考え

られる．車両，船舶については，初期分布に依存していることから，今後可能

な限り，津波来襲時の分布等を収集・整理して再現性を向上していく必要があ

る．   

 

 

図  6.5 車両・船舶の最終集積箇所の比較（左：実績，右：車両）  
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図 6.6 はがれきの集積状況について実績と計算の比較を行ったものである．

なお，計算の集積状況については 50m 間隔のグリッドを作成し，各グリッド

内に含まれているがれき粒子の総数を算定している．建物がれきについては，

ケース-1，ケース -2 のいずれの結果も市街地全体で集積しているが，建物の

形状・倒壊を考慮した結果（Case-2）は，残存した建物の背面（図中黄色枠）

で集積しやすく，緑枠の範囲で集積していないなどの実績の傾向を再現してい

る．建物の形状を考慮することにより，より実現象に近い水位・流速分布が再

現でき，建物背後地における集積状況の向上が図れたと考えられる．また，表 

6.3 はケース 1,2 における実績と計算の相関係数を示したものである．地区区

分は，建物倒壊計算時に設定した区分（図 4.12）と同様である．これらの結

果から，市街地全体ではケース -1 で 0.36，ケース-2 で 0.40 となり ,全体では

適合度は高くない．地区ごとでは地区 1 がもっとも高く，次に地区 3 が 0.5

以上となり，地区 4 を除けばいずれの地区もケース 2 が高い． なお，どちら

のケースも地区 2 については実績で集積が多いのにも関わらず計算では少な

いため再現性が悪く，他の地区と比較して相関係数が小さくなっている．全体

地区の相関係数も相対的に低くなっている．地区 2 を除いて相関を算定した

ところ両ケースとも 0.5以上となることからも極端に地区 2の再現性が悪いこ

とが確認された．建物倒壊の計算では同地区が最も再現率が高かったが，災害

がれきの集積状況では，再現率が最も悪い．２章で整理した通りがれきは浸水

域外縁部（浸水，非浸水の境界）や残存した建物周辺で補足され集積し易いが，

同地区は，海岸から浸水域外縁部まで範囲が小さい事や，浸水域内に残存建物

が無いことから再現性が低いと考えられる．同地区における再現性の向上が全

体の相関を向上させることは必須であると考えられる．  

ただし，市街地の大部分（地区 1,3）は相関が高いため，広域的な再現性は

高いと言える．  

以上の結果から，計算結果は実績の傾向を再現しているものであると考えら

れる．  
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図 6.6 建物がれきの集積状況の比較 
（左：実績，中央：計算 Case-1，右：計算 Case-2） 

 
 

表 6.3 各地区における相関係数 

 

全体  地区１  地区２  地区３  地区４  

ケース 1 0.36  0.64  0.34  0.51  0.53  

ケース 2 0.40  0.66  0.37  0.55  0.48  

  

区分3

区分2

区分1

区分0

がれき堆積率
50mグリッド格子内のがれき粒子の数

1 20

50mグリッド格子内のがれき粒子の数

1 20
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（2） 痕跡水位と計算水位の比較  

建物倒壊および災害がれきを考慮した津波浸水予測モデルと痕跡水位の比

較を行った．本解析結果から，災害がれきを考慮した粗度モデル（ケース１）

よりも建物倒壊と災害がれきを考慮した場合（ケース２）では，より高い精度

再現できることが確認された．  

以上の結果から，より詳細な津波浸水予測には，建物の影響と災害がれきの

影響を考慮する必要があることが確認された．   

 

図  6.7 痕跡水位と計算水位の比較  
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6.3. 災害がれきの集積状況が異なる陸前高田市への適用  

本節では，災害がれきの集積状況が気仙沼市と異なる陸前高田市での再現性

について検討を行った．陸前高田市は気仙沼市と異なる傾向でがれきが集積し

ている．  

図  6.8 は国土技術政策総合研究所 (2016)47)が取りまとめた，東日本大震災

における津波漂流物の漂着範囲を示したものである．  

 

 

図  6.8 がれきの集積範囲（左：気仙沼市，右：陸前高田市） (国総研 ,2015)47) 

 

本研究でも整理した通り気仙沼市街地は市街地全体に災害がれきが集積し

ていた．一方，気仙沼市から数キロ離れた陸前高田市では，災害がれきが広範

囲に集積せず，平地と山地の境界付近に集積する傾向が報告されている．この

傾向は，本研究で対象としている気仙沼市と異なる傾向を示している．  

そこで本研究では，提案モデルを陸前高田市に適用し，モデルの汎用性を確

認した．  
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6.3.1. 陸前高田の建物の構造種別と被災状況  

図  6.9 および図  6.10 に陸前高田市の建物の構造種別と被災区分を示す．ま

た気仙沼市と同様に被災状況から倒壊・残存した建物の整理を行った．倒壊・

残存区分の整理を行った結果を図  6.11 に示す．これらの結果から，ほとんど

の建物が倒壊・流失していることが確認された．  

 

 

図  6.9 陸前高田市の建物種別  

  

図  6.10 陸前高田市の建物被災状況  
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図  6.11 倒壊区分の判定  
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6.3.2. 地形データの作成  

陸前高田市における地形データの作成における使用したデータおよび作

成方法は，基本的には気仙沼市と同様となっている．  

計算領域の詳細を表 6.4，図  6.12 に示す．また作成した地形データの一

例を図  6.13 示す．  

 

表 6.4 計算領域の概要  

No. 格子幅（分割数） 
領域南西端の座標 

（平面直角座標第 10 系） 

Domain 1 1350m（840 ×1020）  x= -49950.0 y=-992250.0 

Domain 2 450m（386 ×479）  x= -2250.0 y= -261450.0 

Domain 3 150m（494×710）  x= 33000.0 y= -206400.0 

Domain 4 50m（422×530）  x= 60650.0  y= -12775.0 

Domain 5 10m（1137 ×1152）  x= 64170.0 y= -116180.0 

Domain 6 2m（2462 ×1732）  x= 67004.0 y= -111456.0 
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図  6.12 計算領域  

 

図  6.13 作成した地形データの一例（領域 6，2m メッシュ）   
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6.3.3. 計算条件  

津波浸水シミュレーションにおける計算条件は， 表 6.5 に示す通りとなっ

ている．基本的には，気仙沼市の再現計算と同様となっている．  

 

表 6.5 計算条件一覧 

#  項目  条件  

計算手法   基礎式   非線形長波理論式   

差分スキーム   【空間差分】スタッガード格子法   

【時間差分】リープ・フロッグ法   

越流公式   本間公式   

計算条件   計算領域   図 6.12 参照  

計算格子間隔   1350m→450m→150m→50m→10m→2m  

計算領域数   Domain 1（1350m メッシュ）   

Domain 2（450m メッシュ）   

Domain 3（150m メッシュ）   

Domain 4（50m メッシュ）   

Domain 5（10m メッシュ）   

Domain 6（2m メッシュ）  

波源（断層）モデル   藤井・佐竹モデル ver.8.0(2012)  

初期潮位   T.P.0.5m（第一波到達時刻の天文潮位）   

粗度係数   市街地：0.025 

その他の土地利用形態：0.025～0.04  

陸域境界   Domain 1～4 は完全反射   

Domain 5～6 は遡上境界   

計算間隔   dt = 0.05 s (CFL 条件は満足する )  
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災害がれきの移動予測モデルにおけるがれきの初期位置については気仙沼

市と同様に航空写真の判読により設定した．設定した津波漂流物と災害がれき

の初期配置を図  6.14 に示す．  

 

 

図  6.14 災害がれきの初期配置   
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6.3.4. 解析結果  

本解析結果より得られたがれきの移動状況を図  6.15 に示す .結果は津波

が到達する直前である地震発生から 30 分から示している .これらの結果か

ら津波は 30 分程度で到達し ,40 分には陸上を遡上している .およそ 50 分で

市街地全体が浸水し ,60 分以降では引波となり水位が低下する .一方災害が

れきの方は ,津波の遡上と合わせて陸上の奥の方に運ばれていき ,50 分ほど

で山地部と平野部の境界付近で集積する .その後 ,引波と同時に海域に流出

している . 

図  6.16 に解析結果より得られたがれきの最終集積箇所を示す .図中には

浜口ら (2016)が整理した実績のがれき集積箇所も合わせて示している .これ

らの結果から災害がれきは ,一部山地部と平野部の境界付近（青色点線枠）

に集積しているものの ,大部分は海域（黄色点線枠）に流出していることが

わかる．この要因として陸前高田市は津波によって沿岸地域の堤防の破壊や

樹林群が消失しているため，震災前後で大きく沿岸状況が異なる．そのため，

市街地における流況が実際とは異なるため，がれきの集積が再現できなかっ

たものと考えられる．今後，地形変化も考慮することで災害がれきの集積予

測を向上できる可能性がある．   
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図  6.15 漂流物およびがれきの移動状況    
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図  6.16 災害がれきの最終集積箇所   
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6.4. 本章のまとめ  

本章では，本研究で構築した建物倒壊および災害がれきの移動予測モデルを

気仙沼市と陸前高田市に適用し，その再現性について確認した．はじめにモデ

ルを適用するにあたり，対象とする災害がれきの選定を行い，諸元の求め方，

初期位置の設定方法，建物倒壊に伴うがれきの発生方法について示した．次に，

気仙沼市を対象にモデルを適用し，モデルの性能を確認した．実施ケースは従

来の粗度モデルと，本研究で構築した建物倒壊モデルの２ケース検討した．こ

れらの検討結果から，災害がれきの集積予測には建物の影響が大きいことが確

認された．また，災害がれきを津波流れに対して考慮することで，計算水位の

再現性の向上が確認された．さらに災害がれきの集積傾向が異なる陸前高田市

に対してモデルの適用を行った．その結果，一部の災害がれきは再現できたも

のの大部分のがれきは海に流失し実績の傾向とは異なる結果となり，検討に余

地を残した．  
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第7章  結論  

2011 年東北地方太平洋沖地震津波によって甚大な被害が生じた．同津波災

害では浸水被害にとどまらず，建物の倒壊や，災害がれきの発生・集積などの

被害も生じた．この様な，現象は個々に発生するものではなく相互に影響し合

うものである．しかしながら，従来の津波浸水予測手法や漂流物の予測手法な

どでは，これらの現象を限定的に取扱ってきた．  

本研究では，東北地方太平洋沖地震津波による被害や現象を整理し，より実

現象に近い形で津波被害予測手法の開発を目指し，モデルの開発・検証を行っ

た．各章より得られた結論を以下に示す．   

 

【東北地方太平洋沖地震津波による被害概要（第２章）】 

第 2 章では，2011 年東北地方太平洋沖地震津波の被害の概要について整理

を行った．また，検討対象とする気仙沼市街地の被害概要について整理した．

その結果，気仙沼市では 10m 程度の津波が来襲したのにもかかわらず，気仙

沼市で倒壊したほとんどの建物が木造家屋であり，鉄骨造や鉄筋コンクリート

造は，津波に対するある程度の耐力があることが確認された．  

 

【東北地方太平洋沖地震津波の再現計算（第３章）】 

第３章では，従来の津波浸水予測モデル（粗度モデル）によって気仙沼市街

地における再現計算を実施した．また，建物を地形として取扱った場合につい

て再現性と各ケースの違いについて検討した．その結果，いずれのケースにお

いても浸水範囲は概ね一致しているものの，遡上中や最大津波高の平面的な分

布が異なる傾向を示すことを明らかにした．  

痕跡値と比較した結果，痕跡値が沿岸から背後地にかけて小さくなるのに対

して，従来手法の粗度モデルでは，沿岸から背後にかけてほぼフラットとなり，

また若干ではあるが沿岸より背後の方が津波高は大きくなるなど，実績とは異

なる傾向を示した．一方，建物を地形として取扱った場合，沿岸から背後地に

かけて水位が小さくなるという傾向は実績値と良好に一致した．しかしながら，

震災前の建物条件だと，沿岸域における抵抗が大きすぎるため，背後地を過少
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評価し，震災後の建物条件だと背後地は良好に再現できるが，沿岸域でより過

少評価となる．以上の結果から建物の倒壊を考慮する必要があることを明らか

にした．  

 

【建物倒壊の影響を考慮した津波シミュレーションモデルの構築（第４章）】 

第４章では，波力に基づく建物の倒壊・流失を考慮した場合の津波シミュ

レーションモデルを構築し，再現性について検討した．その結果，従来の手法

の地形と震災前後の建物を考慮した地形で計算した結果，正確な浸水予測には

建物の形状や高さを考慮した場合に加え，建物の倒壊を考慮することで一定の

再現性が確認された．また，波力に基づく建物の倒壊・流失を考慮した計算を

実施した結果，実績の建物倒壊状況を概ね再現可能であることを確認した．以

上から，建物倒壊を考慮した津波解析は一定の再現性を有していることを示し

た． 

 

【災害がれきの移動予測モデルの構築（第５章）】 

第５章では，災害がれきの移動に関する基本的な移動現象について整理を行

い，災害がれきの移動予測モデルを構築した．また構築したモデルを用いて，

底面移動を対象とした既往の移動実験との比較を行い，従来の移動予測モデル

との再現性に大きな違いは生じないことを確認した．次に数値実験を行い，本

モデルが密度や流況の違いから生じる漂流，底面移動等の複数の移動形態を包

括的に取り扱えることを確認した．最後に，漂流物群を対象とした既往の移動

実験との比較を行い，がれき群と流体の相互作用について十分な再現性を有し

ていることを確認した．これらのことから，本研究で構築した災害がれきの移

動予測モデルは，移動に関する基本的な性能を有しつつ，漂流および底面移動

などの複数の移動形態を包括的かつ連続的に取り扱えることを確認した．また，

漂流物群においても流体との相互作用についても良好な再現性を確認した．   

 

【災害がれきの移動予測モデルの実地への適用（第６章）】 

第 6 章では，本研究で構築した建物倒壊および災害がれきの移動予測モデ

ルを気仙沼市と陸前高田市に適用し，その再現性について確認した．はじめに
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モデルを適用するにあたり，対象とする災害がれきの選定を行い，諸元の求め

方，初期位置の設定方法，建物倒壊に伴うがれきの発生方法について示した．

次に，気仙沼市を対象にモデルを適用し，モデルの性能を確認した．実施ケー

スは従来の粗度モデルと，本研究で構築した建物倒壊モデルの２ケース検討し

た．これらの検討結果から，災害がれきの集積予測には建物の影響が大きいこ

とが確認された．また，災害がれきを津波流れに対して考慮することで，計算

水位の再現性の向上が確認された．さらに実際のがれきの集積状況が異なる陸

前高田市にモデルの適用を行った．その結果，一部は再現できたものの若干実

績とは異なる傾向を示し，検討の余地を残した．今後地形データやがれきの密

度といった要因について検討を重ねていく次第である．   

 

【本研究から得られた知見と今後の展望】  

以上の結果を踏まえると，建物と氾濫流，建物の残存と災害がれきの集積箇

所，災害がれき群と氾濫流はそれぞれ密接に影響しあう現象でるため，より詳

細な被害予測にはこれらの現象の相互関係を考慮する事が重要である．しかし

ながら，本モデルは市街地スケールの影響把握のため，建物の倒壊に関して倒

壊過程を簡略化し，流況に応じて即時破壊として簡易的に取扱った．また，建

物倒壊にともない発生する災害がれきの密度や，形状には不確かさが含まれて

いるものの，代表的なパラメータを付与することで，がれきの影響を確認した．

より詳細な氾濫流と災害がれきの予測のためには，建物の破壊過程やがれきの

不確かさの影響を踏まえた検討を行うことで，さらなる高度化が行えると考え

られる．がれきの移動モデルについては，室内実験を通してモデル検証を行え

たが実地への適用の際には，車両・船舶などの初期値について実際とは異なる

配置で検証せざるをえなく，実地レベルでの検証が十分とはいえないと考えて

いる．  

今後この様な実地レベルでの検証データが集積されていくことで，モデル性

能の向上に期待できると考えている．  
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変数一覧表（既出順） 

表 -1 本研究で使用している変数一覧  

変数  概要  単位  

nim 合成粗度係数  m-1/3・s 

n0 底面粗度係数  m-1/3・s 

g 重力加速度  m/s2 

D 全水深  m 

B 家屋幅  m 

θk 家屋占有率  % 

CD 抗力係数  - 

nab 合成等価粗度係数  m-1/3・s 

Ac 津波氾濫方向の浸水縦断面積  m2 

hinun 浸水深  m 

ρ 水の密度  kg/m3 

ρ
t
 木材の密度  kg/m3 

uf 水の速度  m/s 

ut 木材の速度  m/s 

Vt 木材の体積  m3 

At 木材の接水投影面積  m2 

CM 付加質量係数  - 

X0 流木の初期位置  m 

X ∆t秒後の流木の位置  m 

κ0 拡散係数  - 

ξk (0,1)間の一様乱数  - 

Re レイノルズ数  - 

Fr フルード数  - 

u* 摩擦速度  m/s 

μ
visc

  粘性係数   kg/(m·s)  

m 物体の質量  kg 



 

 

表 -2 本研究で使用している変数一覧  

   

vx，vy 物体の x，y 方向の速度  m/s 

I z 軸まわりの慣性モーメント  kg・m2 

ω z 軸まわりの角速度  rad/s 

Mz 物体が流体から受ける力（鉛直軸回り

のトルク）  

N・m  

Fflowx，Fflowy x 方向，y 方向の流体力  N 

Ffricx，Ffricy x 方向，y 方向の底面摩擦力  kg・m/s2 

U，V 漂流物に対する流体の x，y 方向の相

対速度  

m/s 

lx， ly x 方向，y 方向における物体重心位置

からの距離  

m 

Am 流れの向きに対する物体没水部分の

投影面積  

m2 

Vm 物体没水部分の体積  m3 

G 物体の重心位置を示す添字  －  

μdyn 動摩擦係数  －  

s 木片の比重  －  

Vd 木片の体積  m3 

𝑢𝑑  木材群の速度  m/s 

Fcd  流体による抗力  kg・m/s2 

Fcm  慣性力  kg・m/s2 

Fb  底面摩擦力  kg・m/s2 

Fk 木材群の衝突による斥力  kg・m/s2 

X,Y x および y の津波石の移動距離  m 

H,L,W 津波石の高さ，長さおよび幅  m 

Fg  重力の斜面成分  kg・m/s2 



 

 

表 -3 本研究で使用している変数一覧  

   

x,y,z x,y 方向の水平座標 ,鉛直座標  m 

η 静水面からの水位  m 

h 水深  m 

n マニングの粗度係数  m-1/3・s 

M,N x,y 方向の単位幅当りの流量  m2/s  

u,v x,y 方向の水平平均流速  m/s 

Q 領域端での線流量  m2/s 

E,N 経度，緯度  度  

p
i
 津波による任意の高さにおける波圧  N/m2 

zb 地盤高からの高さ  m 

fp 単位幅あたりの波力  N/m 

ρ
deb

 がれきの見かけの密度  kg/m3 

Vdeb 没水部分のがれきの体積  m3 

Adeb 没水部分のがれきの投影面積  m2 

 f
debb

 ， f
debg
， f

debk
 底面摩擦力，重力成分，がれき同士の斥

力  

kg・m/s2 

μ
deb

 はがれきに作用する摩擦係数  －  

θ𝑏 地形勾配  －  

Xdeb0 がれきの初期位置  m 

Xdeb ∆t秒後の流木の位置  m 

H がれきの高さ  m 

ρ
org

 がれきの元の密度  kg/m3 

Ht がれきに作用する浸水深あるいは喫水深  m 

Fd 流体に作用するがれきの抵抗力  N 
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